
備 考

平成17年４月
第１年次

平成17年４月
第１年次

平成17年４月
第１年次

令和４年４月
第１年次

同上

同上

同上

同上

法学部
　法学科

4 210 10 860 学士（法学）
平成16年４月

第１年次
同上

理学部
　理学科

4 200 800 学士（理学）
平成16年４月

第１年次
熊本市中央区黒髪
２丁目３９－１

医学部
　保健学科

4 144 16 608
学士（看護
学）,学士
（保健学）

平成15年４月
第１年次

熊本市中央区九品寺
４丁目２４－１

文学部
　総合人間学科

4 55 220 学士（文学）

200

120

880

学士（文学）

学士（文学）

学士（文学）

学士（教育
学）

10

50

30

220

1404

4

4

4

　第7次熊本県保健医療計画（2018年度から2023年度まで）等を踏まえ、熊本県と
連携し地域や診療科の医師確保の観点からの医師養成の推進、地域医療機関との連
携による地域医療への貢献を目的としている。
　令和5年度から5名の医学部医学科の入学定員増を図り、地域医療において不足す
る医師の養成及び確保を行う。

新設学部等の目的

熊本県熊本市中央区黒髪二丁目３９番１号

計 画 の 区 分 大学の収容定員に係る学則変更

フ リ ガ ナ    ｺｸﾘﾂﾀﾞｲｶﾞｸﾎｳｼﾞﾝ　ｸﾏﾓﾄﾀﾞｲｶﾞｸ

設 置 者 国立大学法人　熊本大学

大 学 の 目 的

１．教育
　個性ある創造的人材を育成するために、学部から大学院まで一貫した理念のもと
に総合的な教育を行う。学部では、幅広く深い教養、国際的対話力、情報化への対
応能力及び主体的な課題探求能力を備えた人材を育成する。大学院では、学部教育
を基盤に、人間と自然への深い洞察に基づく総合的判断力と国際的に通用する専門
知識・技能とを身につけた高度専門職業人を育成する。また、社会に開かれた大学
として、生涯を通じた学習の場を積極的に提供する。

２．研究
　高度な学術研究の中核としての機能を高め、最先端の創造的な学術研究を積極的
に推進するとともに、人類の文化遺産の豊かな継承・発展に努める。また、総合大
学の特徴を活かして、人間、社会、自然の諸科学を総合的に深化させ、学際的な研
究を推進することにより、人間と環境の共生及び社会の持続可能な発展に寄与す
る。

３．地域貢献・国際貢献
　地方中核都市に位置する国立大学として地域との連携を強め、地域における研究
中枢的機能及び指導的人材の養成機能を果たす。世界に開かれた情報拠点として、
世界に向けた学術文化の発信に努めることにより、地域の産業の振興と文化の向上
に寄与する。また、知的国際交流を積極的に推進するとともに留学生教育に努め、
双方向的な国際交流の担い手の育成を目指す。

年次
人

人 　　年　月
第　年次

医学部
　医学科

6
110

(105)
0

635
(630)

令和５年４月
第１年次

学士（医学）
熊本市中央区本荘
１丁目１－１

平成17年４月
第１年次

熊本市中央区黒髪
２丁目４０－１

　歴史学科

　文学科

　コミュニケーション
情報学科

教育学部
　学校教育教員養成課
程

35

別記様式第２号（その１の１）
（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

基 本 計 画

事 項 記 入 欄

フ リ ガ ナ    ｸﾏﾓﾄﾀﾞｲｶﾞｸ

大 学 の 名 称 熊本大学（Kumamoto　University）

新
設
学
部
等
の
概
要

新 設 学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

開設時期及
び開設年次

所　在　地

年 人

大 学 本 部 の 位 置

医学部医学科の
今回の5名の入
学定員の増員
は、令和5年度
のみの臨時定員
増である。
また、医学部医
学科の令和4年
度における収容
定員は675人で
ある。

（人）

入学

定員

収容

定員

令和４年度 110 675

令和５年度 110 670

令和６年度 105 660

令和７年度 105 650

令和８年度 105 645

令和９年度 105 640

令和10年度 105 635

令和11年度 105 630
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医学部

医学科 0

（0）

文学部

総合人間学科

歴史学科 0

文学科

コミュニケーション情報学科

教育学部

学校教育教員養成課程

法学部

法学科 0

（0）

理学部

理学科 0

（0）

保健学科 0

（0）

薬学部

薬学科 0

（0）

創薬・生命薬科学科 0

（0）

熊本市中央区大江
本町５－１

同上

平成30年４月
第１年次

熊本市中央区黒髪
２丁目３９－１

　機械数理工学科 4 109 10 456 学士（工学）
平成30年４月

第１年次
同上

　情報電気工学科 4 149 20 636 学士（工学）
平成30年４月

第１年次
同上

薬学部
　薬学科

6 55 330 学士（薬学）
平成18年４月

第１年次

4

工学部
　土木建築学科

4

　材料・応用化学科 4

平成18年４月
第１年次

同上140

学士（創薬科
学），学士
（生命薬科
学）

516 学士（工学）

35

124 10

534 学士（工学）
平成30年４月

第１年次

教

員

組

織

の

学　部　等　の　名　称
専任教員等 兼 任

教 員 等教授 准教授 講師 助教 計

新

設

分

人 人 人 人 人

131 5

　創薬・生命薬科学科

221

221

（221）

221

（221）

221

（221）

221

（221）

221

（221）

演習 実験・実習 計

－ －科目 －科目 －科目 －科目

同一設置者内における変
更 状 況
（定員の移行，名称の変
更 等 ）

教育
課程

新設学部等の名称
開設する授業科目の総数

卒業要件単位数
講義

－単位

計
1,657

(1,652)
81

7,095
(7,090)

人 人

助手

計
66 41 40 147 294

221

(66) (41) (40) (147) (294) （221）

66 41 40 147 294

0

0 0 15 0 221

(8) (7) (0) (0) (15) （0） （221）

4 0 12

(4) (8) (0) (0) (12)

17 20 3 0 40

(7) (11)

－

(66) (41) (40) (147) (294) （0） （－）

8 0

（0） （221）

6 12 0 0 18 0 221

8 7

(0) (0) (18) （0） （221）

(6) (12) (0) (0) (18) （0） （221）

7 11 0 0 18 0 221

(33) (25) (0) (11) (69)

医学部  

(17) (20) (3) (0) (40)

33 25 0 11 69

17 8 3 16 44

(17) (8) (3) (16) (44)

6 3 2 2 13

(6) (3) (2) (2) (13)

16 11 1 10 38

(16) (11) (1) (10) (38)

既

設

22 37 1 0 60 0 283

（34） （38） （1） （0） （73） （0） (283)
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工学部

土木建築学科 0

（0）

機械数理工学科 0

（0）

情報電気工学科 0

（0）

材料・応用化学科 0

（0）

概

要

221

（221）

221

（221）

221

（221）

221

（221）

（956）

技 術 職 員

(195) (11) (72) (415)
計

(197) （0） （－）

197 195 11 72 415 0 －

105 293 398

（105）

0 －

(263) (236) (51) (219) (709) （0） （－）
合　　　　計

263 236 51 219 709

（293） （398）

計
1,659 1,460 3,119

（1,659） （1,460） （3,119）

そ の 他 の 職 員
1,147 610 1,757

（1,147） （610） （1,757）

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

職　　　種 専　　任 兼　　任 計

事 務 職 員
399      人 557      人 956      人

（399）

図 書 館 専 門 職 員
8 0 8

（8） （0） （8）

（557）

475,647(20,770)㎡

運 動 場 用 地 39,752(     0)㎡ 0　㎡ 0　㎡ 39,752(      0)㎡
校
　
　
地
　
　
等

区　　　分 専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校 舎 敷 地 475,024(20,770)㎡ 623　㎡ 0　㎡

小 計 514,776(20,770)㎡ 623　㎡ 0　㎡ 515,399(20,770)㎡

そ の 他 144,293(     0)㎡ 0　㎡

合 計 659,069(20,770)㎡ 623　㎡ 0　㎡ 659,692(20,770)㎡

校　　　舎

専　　用 共　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0　㎡ 144,293(     0)㎡

457,740　㎡ 0　㎡ 1,112　㎡ 458,852　㎡

（457,740　㎡） （　　　　0　㎡） （　　1,112　㎡） （458,852　㎡）

13　室

（補助職員　6人） （補助職員　3人）

専 任 教 員 研 究 室
新設学部等の名称 室　　　数

大学全体 770 室

教室等

講義室 演習室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

122　室 90　室 1,206　室
9　室

標本
〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

冊 種 〔うち外国書〕 点 点 点図
書
・
設
備

新設学部等の名称

図書 学術雑誌
視聴覚資料機械・器具

大学全体
1,255,975〔482,340〕　 21,266〔7,207〕　 17,031〔15,706〕　 2,184 67,684

計

図書館
面積 閲覧座席数 収 納 可 能 冊 数

12,347　㎡ 936 1,035,084

35

（1,255,975〔482,340〕） （21,266〔7,207〕） （17,031〔15,706〕） (2,184) (67,684) (35)

35

（1,255,975〔482,340〕） （21,266〔7,207〕） （17,031〔15,706〕） (2,184) (67,684) (35)

1,255,975〔482,340〕　 21,266〔7,207〕　 17,031〔15,706〕　 2,184 67,684

(13) (0) (6) (36)

15 11 1 7 34

(15) (11) (1) (7) (34)

13 15 0 6 34

(13) (15) (0) (6) (34)

分

放送大学熊本学
習センターとの
共用623㎡
地上権設定者：
公益財団法人く
まもと産業支援
財団
地上権設定期
間：H29.9.1か
ら3年間（以
降、毎年度更
新）19,945㎡
貸与者：熊本市
借用期間：
H29.4.1から
H30.3.31（以
降、毎年度更
新）494㎡
貸与者：益城町
借用期間：
H30.10.1から
R2.9.30（以
降、毎年度更
新） 331㎡

放送大学熊本学
習センターの専
用1,112㎡

大学全体

16 14 0 14 44

(16) (14) (0) (14) (44)

17 13 0 6 36

(17)
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令和4年度入学定員減（△10人）

令和2年度入学定員減（△5人）

既
設
大
学
等
の
状
況

体育館

面積 体育館以外のスポーツ施設の概要

8,245　㎡

陸 上 競 技 場 1 面
ラ グ ビ ー 場 1 面
サ ッ カ ー 場 1 面
テ ニ ス コ ー ト 14 面

プ ー ル 50 ｍ 8 コ ー ス
ア ー チ ェ リ ー 場 1 基
弓 道 場 1 棟

他

第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

教員１人当り研究費等

経 費 の
見 積 り
及 び 維
持 方 法
の 概 要

経費
の見
積り

区　分 開設前年度 第１年次 第２年次

共 同 研 究 費 等

図 書 購 入 費

設 備 購 入 費

第４年次

535千円 535千円 535千円 535千円 535千円 535千円

学生１人当り
納付金

－ － － － － －

－ －

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第４年次

学生納付金以外の維持方法の概要 該当なし

大 学 の 名 称 熊本大学

学 部 等 の 名 称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

　　文学科 4 50 － 200 学士（文学） 0.95 平成17年度

－ － － － －

大学全体

－ － － － － －

－

　文学部 1.06 熊本市中央区黒髪
２丁目４０－１　　総合人間学科 4 55 － 220 学士（文学） 1.06 平成17年度

　　歴史学科 4 35 － 140

学位又
は称号

定　員
超過率

開設
年度

所　在　地

学士（文学） 1.05 平成17年度

－ － － － － －

　　（学部共通） 10 20 学士（文学） － 平成11年度

　　ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 4 30 － 120 学士（文学） 1.28 平成17年度

(3年次)

　教育学部 1.04 熊本市中央区黒髪
２丁目４０－１

　　小学校教員養成課程 4 － － 330 学士（教育学） － 平成24年度

　　中学校教員養成課程 4 － － 210 学士（教育学） －

　　学校教育教員養成課程 4 220 － 220 学士（教育学） 1.04 令和4年度

　　養護教諭養成課程 4 － － 90 学士（教育学） － 昭和52年度

平成24年度

　　特別支援教育教員養成課程 4 － － 60 学士（教育学） － 平成19年度

　法学部 1.02

(3年次)

　　（学部共通） 10 20 学士（法学）

熊本市中央区黒髪
２丁目４０－１　　法学科 4 210 － 840 学士（法学） 1.02 平成16年度

熊本市中央区黒髪
２丁目３９－１　　理学科 4 200 － 800 学士（理学） 1.02 平成16年度

－ 平成12年度

　理学部 1.02

　　保健学科 4 144 － 576 学士（看護学）, 1.02 平成15年度 熊本市中央区九品
寺４丁目２４－１(3年次) 学士（保健学）

　医学部 熊本市中央区本荘
１丁目１－１　　医学科 6 110 － 680 学士（医学） 0.99 昭和24年度

熊本市中央区大江
本町５－１　　薬学科 6 55 － 330 学士（薬学） 1.02 平成18年度

　　（保健学科共通） 16 32 学士（看護学）, － 平成18年度

学士（保健学）

　　創薬・生命薬科学科 4 35 － 140 学士（創薬科学), 1.06 平成18年度

学士（生命薬科学)

　薬学部

　工学部 1.01 熊本市中央区黒髪
２丁目３９－１　　物質生命化学科 4 － － － 学士（工学） － 平成18年度

平成18年度

　　建築学科 4 － － － 学士（工学）

平成30年度より
学生募集停止

　　マテリアル工学科 4 － － － 学士（工学） － 平成18年度

　　機械システム工学科 4 － － － 学士（工学） － 平成18年度

　　社会環境工学科 4 － － － 学士（工学） －

　　数理工学科 4 － － － 学士（工学） － 平成18年度

－ 平成18年度

　　情報電気電子工学科 4 － － － 学士（工学） － 平成18年度

　　機械数理工学科 4 109 10 456 学士（工学） 1.01 平成30年度

　　情報電気工学科 4 149 20 636 学士（工学） 1.00 平成30年度

　　土木建築学科 4 124 10 516 学士（工学） 1.03 平成30年度

　　材料・応用化学科 4 131 5 534 学士（工学） 1.01 平成30年度
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熊本市中央区黒髪

（修士課程） ２丁目４０－１

令和2年度より
学生募集停止

熊本市中央区黒髪

（博士前期課程） ２丁目４０－１
令和3年度入学定員減（△7人）

既
設
大
学
等
の
状
況

平成30年度より
学生募集停止

　　熊本大学・マサチュー
     セッツ州立大学ボストン
     校紛争解決学
     国際連携専攻

2 4 － 8 修士（紛争解決学） 0.12 令和3年度

　大学院教育学研究科

－

　（専門職学位課程）

　　教職実践開発専攻 2 30 － 60 教職修士（専門職） 1.04 令和2年度

　　学校教育実践専攻 2 － － － 修士（教育学） － 平成21年度

　　法政・紛争解決学専攻 2 14 － 25 修士（法学）, 0.74 平成31年度

修士（公共政策学）,

　大学院社会文化科学教育部

平成31年度より
学生募集停止修士（学術）

修士（学術）

　　公共政策学専攻 2 － － － 修士（公共政策学）, － 平成20年度

修士（学術）

　　文化学専攻 2 18 － 36 修士（文学）, 0.94 平成20年度

　　現代社会人間学専攻 2 18 － 36 修士（文学）, 0.49 平成20年度

修士（法学）,

修士（学術）

　（博士後期課程）

修士（学術）

　　教授システム学専攻 2 15 － 30 修士（教授システム学）, 1.26 平成20年度

博士（公共政策学）,

博士（学術）

　　文化学専攻 3 6 － 18 博士（文学）, 0.32

　　人間・社会科学専攻 3 6 － 18 博士（文学）, 1.05 平成20年度

博士（法学）,

　大学院自然科学研究科

平成20年度

博士（学術）

　　教授システム学専攻 3 3 － 9 博士（学術） 1.11 平成20年度

博士（学術）

　　理学専攻 3 － － － 博士（理学）, － 平成18年度

熊本市中央区黒髪
２丁目３９－１　（博士後期課程）

　　情報電気電子工学専攻 3 － － － 博士（工学）, － 平成18年度

博士（学術）

熊本市中央区黒髪
２丁目３９－１　（博士前期課程）

　　環境共生工学専攻 3 － － － 博士（工学）, － 平成18年度

　　理学専攻 2 110 － 220 修士（理学）, 0.84 平成30年度

　　土木建築学専攻 2 75 － 150 修士（工学）, 1.10 平成30年度

修士（学術）

修士（学術）

博士（学術）

　大学院自然科学教育部

　　情報電気工学専攻 2 103 － 206 修士（工学）, 1.03 平成30年度

修士（学術）

　　機械数理工学専攻 2 65 － 130 修士（工学）, 1.20 平成30年度

修士（学術）

　（博士後期課程）

　　理学専攻 3 12 － 36 博士（理学）, 0.74 平成30年度

　　材料・応用化学専攻 2 90 － 180 修士（工学）, 0.96 平成30年度

修士（学術）

博士（学術）

博士（学術）

　　工学専攻 3 46 － 138 博士（工学）, 0.50 平成30年度
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（修士課程）

（博士前期課程）

（博士前期課程）

既
設
大
学
等
の
状
況

附属施設の概要

　大学院医学教育部

修士（健康生命科学）

　（博士課程）

　　医学専攻 4 88 － 352 博士（医学）, 0.90 平成20年度

熊本市中央区本荘
１丁目１－１

　　医科学専攻 2 20 － 40 修士（医科学）, 0.92 平成15年度

熊本市中央区九品
寺４丁目２４－１

　　保健学専攻 2 24 － 48 修士（保健学）, 0.83 平成22年度

博士（生命科学）,

博士（健康生命科学）

　大学院保健学教育部

熊本市中央区大江
本町５－１

　　保健学専攻 3 6 － 18 博士（保健学）, 0.83 平成22年度

博士（看護学）

修士（看護学）

　（博士後期課程）

　　創薬・生命薬科学専攻 2 35 － 70 修士（薬科学）, 0.99 平成22年度

修士（健康生命科学）

　大学院薬学教育部

博士（生命科学）,

博士（健康生命科学）

　（博士課程）

　（博士後期課程）

　　創薬・生命薬科学専攻 3 10 － 30 博士（薬科学）, 1.20 平成24年度

　　医療薬学専攻 4 8 － 32 博士（薬学） 0.71 平成24年度

所 在 地：熊本県熊本市中央区京町本町5番12号

設置年月：昭和24年5月

規 模 等：土地　 51,547㎡　　建物　　7,282㎡

名　　称：教育学部附属中学校

目　　的：附属幼稚園に同じ

所 在 地：熊本県熊本市中央区京町本町5番12号

設置年月：昭和24年5月

規 模 等：土地 　51,547㎡　　建物　　5,885㎡

名　　称：教育学部附属幼稚園

目　　的：附属学校は、教育基本法及び学校教育法に規定する教育又は保育を行う
　　　　　とともに、教育学部の教育計画に従って、次に掲げる事項を行うことを
　　　　　目的とする。
　　　　　(1) 教育理論及び教育の実際に関する研究並びにその実証を行うこと。
　　　　　(2) 教育学部学生の教育実習の実施及びその指導に当たること。
　　　　　(3) 地方の教育に協力すること。

所 在 地：熊本県熊本市中央区城東町5番9号

設置年月：昭和24年5月

規 模 等：土地　  4,632㎡　　建物　　1,199㎡

名　　称：教育学部附属小学校

目　　的：附属幼稚園に同じ

所 在 地：熊本県熊本市中央区本荘1丁目1番1号

設置年月：昭和24年5月

規 模 等：土地 　82,463㎡　　建物　111,388㎡

名　　称：教育学部附属特別支援学校

目　　的：附属幼稚園に同じ

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪5丁目17番1号

設置年月：昭和40年4月

規 模 等：土地 　26,375㎡　　建物　　4,164㎡

名　　称：病院

目　　的：診療を通して医学の教育及び研究に資することを目的とする。
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附属施設の概要

名　　称：大学院生命科学研究部附属グローバル天然物科学研究センター

目　　的：薬用植物資源を活用した教育及び研究を行い、薬学の視点に立った環境
          問題への取組を通して、薬学の発展を図ることを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区大江本町5番1号

設置年月：平成22年4月

規 模 等：土地　 51,264㎡    建物　    340㎡

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：令和2年4月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　  4,356㎡

名　　称：ヒトレトロウイルス学共同研究センター

目　　的：世界的課題である難治性ウイルス（HIV-1、HTLV-1、HBV及びその他の関
　　　　　連するウイルスをいう。）感染症について、本学と鹿児島大学の強みを
　　　　　統合することで、両大学が有する資源を有効に活用し、感染病態の基礎
　　　　　研究を基に、感染予防と治癒を目指した世界的・全学的な研究及び教育
　　　　　の総合的推進を図ることを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区本荘2丁目2番1号

設置年月：平成31年4月

規 模 等：土地　 25,088㎡　　建物　　2,165㎡

名　　称：発生医学研究所

目　　的：発生学の視点から様々な生命現象を解明し、医学に貢献することを目指
          す発生医学の研究活動を、分子、細胞、組織、器官、個体へと連続する
          観点から、統合的に推進することを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区本荘2丁目2番1号

設置年月：平成21年4月

規 模 等：土地　 25,088㎡　　建物　  6,293㎡

名　　称：産業ナノマテリアル研究所

目　　的：未来材料“二次元マテリアル”を核として理論から産業実装化を目指し
　　　　　た世界に類のない研究所として、新たな研究領域への展開、および産業
　　　　　振興・地域活性化を推進することを目的とする。

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　2,078㎡

名　　称：大学院先導機構

目　　的：基礎科学と応用科学の有機的連携のもと、生命科学、自然科学、人文社
          会科学及び学際・複合・新領域の学問分野において先端的・先導的研究
          等を推進することにより、若手研究者の育成、新しい研究拠点、新研究
          センター、新しい大学院教育システム等を創出することを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：平成19年4月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　3,767㎡

名　　称：熊本創生推進機構

目　　的：熊本における地域のニーズ及び課題に応じ、本学の有する知的・人的資
          源を最適化及び還元するとともに、県内の産業文化振興、雇用創出及び
          地域志向の人材育成を図り、熊本の地方創生に資することを目的とす
　　　　　る。

名　　称：大学教育統括管理運営機構

目　　的：教養教育を含む学士課程教育及び大学院課程教育の理念及び目的が達成
          されるよう、大学教育を統括するとともに教養教育の円滑な運営・実施
          及び戦略的な入学者選抜の企画・立案を行うことを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

設置年月：平成28年6月

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　　427㎡

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：平成29年4月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　5,362㎡

名　　称：グローバル推進機構

目　　的：グローバル戦略の企画立案を行い、教育研究における国際交流を推進す
          るとともに、グローバル人材の育成及び地域社会のグローバル化に貢献
          することを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

設置年月：平成27年3月
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附属施設の概要

名　　称：先進軽金属材料国際研究機構
目　　的：富山大学と連携し、リソースの有効活用と相互補完によるマグネシウム・
　　　　　アルミニウム研究の強化、チタン研究の育成、マグネシウム・アルミニウ
　　　　　ム・チタンの融合研究の促進および軽金属モノづくり高度人材育成を図
　　　　　り、日本の科学技術と産業の発展に貢献することを目的とする。
所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：令和3年4月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　2,431㎡

名　　称：五高記念館

目　　的：本学及び旧制第五高等中学校、旧制第五高等学校その他本学の沿革にあ
          る学校の発足以来の資料の充実を図るとともに、質の高い学芸員教育を
          行い、地域文化の発展・向上に寄与することを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区本荘2丁目2番1号

設置年月：平成27年4月

規 模 等：土地　 25,088㎡　　建物　　　982㎡

名　　称：国際先端科学技術研究機構

目　　的：国際的な先端科学技術研究、人材発掘及び人材育成を行い、本学の自然
          科学分野の基礎研究から応用研究並びに国際レベルの研究力及び教育力
          の向上を図ることを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：平成28年4月

目　　的：先進的な地下水循環、沿岸環境及び減災型社会システムに関する研究を
          推進することで、学生及び社会人の人材育成を行うとともに、その成果
          を国内外に発信・展開することを通じて地域と国際社会に貢献すること
          を目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

設置年月：平成18年12月

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　2,225㎡

名　　称：永青文庫研究センター

目　　的：永青文庫資料をはじめとする熊本藩関係資料の総合的な研究を通じて当
          該資料に立脚した拠点的研究を組織するとともに、文化行政機関等との
          連携によって地域文化振興に貢献することを目的とする。

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　　779㎡

名　　称：国際先端医学研究機構

目　　的：国際的な先端医学研究、人材発掘及び人材育成を行い、本学の生命科学
          分野の基礎研究から臨床応用並びに国際レベルの研究力及び教育力の向
          上を図ることを目的とする。

設置年月：平成29年4月

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　　117㎡

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：平成26年5月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　2,381㎡

設置年月：平成29年4月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　2,410㎡

名　　称：総合情報統括センター

目　　的：熊本大学ICT戦略会議が定めたICT戦略の下、関連施策を実施するととも
          に、本学の情報教育、情報技術の研究開発及び部局等の情報化の支援を
          行うことを目的とする。

名　　称：教授システム学研究センター

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

目　　的：eラーニングによるeラーニング専門家養成を通じて、地域の人材育成、
          社会人の学び直しの充実を図ることを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

設置年月：平成29年4月

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　　407㎡

名　　称：くまもと水循環・減災研究教育センター
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附属施設の概要

６　空欄には，「－」又は「該当なし」と記入すること。

２　「教員組織の概要」の「既設分」については，共同学科等に係る数を除いたものとすること。

３　私立の大学の学部若しくは大学院の研究科又は短期大学の学科又は高等専門学校の収容定員に係る学則の変更の届出を行おうとする場合

　は，「教育課程」，「教室等」，「専任教員研究室」，「図書・設備」，「図書館」及び「体育館」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

４　大学等の廃止の認可の申請又は届出を行おうとする場合は，「教育課程」，「校地等」，「校舎」，「教室等」，「専任教員研究室」，

　「図書・設備」，「図書館」，「体育館」及び「経費の見積もり及び維持方法の概要」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

５　「教育課程」の欄の「実験・実習」には，実技も含むこと。

（注）

１　共同学科等の認可の申請及び届出の場合，「計画の区分」，「新設学部等の目的」，「新設学部等の概要」，「教育課程」及び「教員組

　織の概要」の「新設分」の欄に記入せず，斜線を引くこと。

名　　称：保健センター

目　　的：学生及び職員の保健管理に関する専門的業務を一体的に行い、心身の健
          康の保持増進を図ることを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

設置年月：平成16年4月

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　　579㎡

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目40番1号

設置年月：平成18年4月

規 模 等：土地　169,619㎡　　建物　　　477㎡

名　　称：埋蔵文化財調査センター

目　　的：本学に所在する遺跡を発掘調査するとともに、出土した埋蔵文化財を記
          録、研究、保存及び活用することを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：平成23年10月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　　514㎡

名　　称：生命資源研究・支援センター

目　　的：遺伝子改変動物その他の研究資源及びこれらの研究資源情報の利用等を
          とおして、諸科学分野の教育研究の総合的推進に資することを目的とす
          る。

所 在 地：熊本県熊本市中央区本荘2丁目2番1号

設置年月：平成15年4月

規 模 等：土地　 25,088㎡　　建物　 15,322㎡

名　　称：環境安全センター

名　　称：先進マグネシウム国際研究センター

目　　的：環境管理及び安全管理に係る教育研究の推進及び啓発を図ることによ
          り、良好な教育研究環境及び教育研究活動等における職員、学生等の安
          全を確保することを目的とする。

目　　的：我が国のマグネシウム研究を牽引し、マグネシウム合金に関する世界的
          研究拠点として、地域のみならず、我が国さらには世界の科学技術の発
          展及び産業の活性化に貢献することを目的とする。

所 在 地：熊本県熊本市中央区黒髪2丁目39番1号

設置年月：平成23年12月

規 模 等：土地　115,176㎡　　建物　　2,431㎡
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入学
定員

編入学
定員

収容
定員

入学
定員

編入学
定員

収容
定員 変更の事由

熊本大学 熊本大学
　文学部 　文学部
　　総合人間学科 55 - 220 　　総合人間学科 55 - 220
　　歴史学科 35 - 140 　　歴史学科 35 - 140
　　文学科 50 - 200 　　文学科 50 - 200
　　コミュニケーション情報学科 30 - 120 　　コミュニケーション情報学科 30 - 120

3年次 3年次

　　（学部共通） - 10 20 　　（学部共通） - 10 20

　教育学部 　教育学部
　　学校教育教員養成課程 220 - 880 　　学校教育教員養成課程 220 - 880

　法学部 　法学部
3年次 3年次

　　法学科 210 10 860 　　法学科 210 10 860

　理学部 　理学部
　　理学科 200 - 800 　　理学科 200 - 800

　医学部 　医学部
　　医学科（６年制） 110 - 640 　　医学科（６年制） 110 - 635

3年次 3年次

　　保健学科 144 16 608 　　保健学科 144 16 608

　薬学部 　薬学部
　　薬学科（６年制） 55 - 330 　　薬学科（６年制） 55 - 330
　　創薬・生命薬科学科 35 - 140 　　創薬・生命薬科学科 35 - 140

　工学部 　工学部
3年次 3年次

　　土木建築学科 124 10 516 　　土木建築学科 124 10 516
　　機械数理工学科 109 10 456 　　機械数理工学科 109 10 456
　　情報電気工学科 149 20 636 　　情報電気工学科 149 20 636
　　材料・応用化学科 131 5 534 　　材料・応用化学科 131 5 534

３年次 ３年次

81 81

熊本大学　設置申請に係わる組織の移行表

2022年度 2023年度

計 1,657 7,100 計 1,657 7,095

医学部医学科臨時定員の
令和2から5年度までの増
員に伴う収容定員変更
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熊本大学大学院 熊本大学大学院
　教育学研究科 　教育学研究科
　　教職実践開発専攻（Ｐ) 30 - 60 　　教職実践開発専攻（Ｐ) 30 - 60

　社会文化科学教育部 　社会文化科学教育部
　　法政・紛争解決学専攻（Ｍ) 14 - 25 　　法政・紛争解決学専攻（Ｍ) 14 - 25
　　熊本大学・マサチューセッ
　　ツ州立大学ボストン校紛争
　　解決学国際連携専攻（Ｍ)

4 - 8
　　熊本大学・マサチューセッ
　　ツ州立大学ボストン校紛争
　　解決学国際連携専攻（Ｍ)

4 - 8

　　現代社会人間学専攻（Ｍ) 18 - 36 　　現代社会人間学専攻（Ｍ) 18 - 36
　　文化学専攻（Ｍ) 18 - 36 　　文化学専攻（Ｍ) 18 - 36
　　教授システム学専攻（Ｍ) 15 - 30 　　教授システム学専攻（Ｍ) 15 - 30
　　人間・社会科学専攻（Ｄ) 6 - 18 　　人間・社会科学専攻（Ｄ) 6 - 18
　　文化学専攻（Ｄ) 6 - 18 　　文化学専攻（Ｄ) 6 - 18
　　教授システム学専攻（Ｄ) 3 - 9 　　教授システム学専攻（Ｄ) 3 - 9

　自然科学教育部 　自然科学教育部
　　理学専攻（Ｍ) 110 - 220 　　理学専攻（Ｍ) 110 - 220
　　土木建築学専攻（Ｍ) 75 - 150 　　土木建築学専攻（Ｍ) 75 - 150
　　機械数理工学専攻（Ｍ) 65 - 130 　　機械数理工学専攻（Ｍ) 65 - 130
　　情報電気工学専攻（Ｍ) 103 - 206 　　情報電気工学専攻（Ｍ) 103 - 206
　　材料・応用化学専攻（Ｍ) 90 - 180 　　材料・応用化学専攻（Ｍ) 90 - 180
　　理学専攻（Ｄ) 12 - 36 　　理学専攻（Ｄ) 12 - 36
　　工学専攻（Ｄ) 46 - 138 　　工学専攻（Ｄ) 46 - 138

　医学教育部 　医学教育部
　　医科学専攻（Ｍ) 20 - 40 　　医科学専攻（Ｍ) 20 - 40
　　医学専攻（４年制Ｄ) 88 - 352 　　医学専攻（４年制Ｄ) 88 - 352

　保健学教育部 　保健学教育部
　　保健学専攻（Ｍ) 24 - 48 　　保健学専攻（Ｍ) 24 - 48
　　保健学専攻（Ｄ) 6 - 18 　　保健学専攻（Ｄ) 6 - 18

　薬学教育部 　薬学教育部
　　創薬・生命薬科学専攻（Ｍ) 35 - 70 　　創薬・生命薬科学専攻（Ｍ) 35 - 70
　　創薬・生命薬科学専攻（Ｄ) 10 - 30 　　創薬・生命薬科学専攻（Ｄ) 10 - 30
　　医療薬学専攻（４年制Ｄ) 8 - 32 　　医療薬学専攻（４年制Ｄ) 8 - 32

計 806 - 1,890 計 806 - 1,890
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備えた人材を育成することにより、地域と国際社会に貢献することを目的とす

る。

2　学部の教育研究上の目的は、それぞれの学部の規則で定め、公表するものとす

る。

第2節　教育研究組織等

(学部、学科、課程及び収容定員)

第2条　本学に、文学部、教育学部、法学部、理学部、医学部、薬学部及び工学部

を置き、学科及び課程は、次のとおりとする。

文学部 総合人間学科　歴史学科　文学科　コミュニケーション情報学科

教育学部 学校教育教員養成課程

法学部 法学科

理学部 理学科

医学部 医学科　保健学科

薬学部 薬学科　創薬・生命薬科学科

工学部 土木建築学科　機械数理工学科　情報電気工学科　材料・応用化学科

2　収容定員は、別に定める。

3　学部に関する規則は、別に定める。

第3条　削除

(専攻科)

第4条　本学に、特別支援教育特別専攻科を置く。

2　専攻科に関する規則は、別に定める。

(別科)

第5条　本学に、養護教諭特別別科を置く。

2　別科に関する規則は、別に定める。

(大学院)

第6条　本学に、大学院を置き、次の研究科並びに研究部及び教育部を置く。

教育学研究科

人文社会科学研究部

先端科学研究部

生命科学研究部

社会文化科学教育部

自然科学教育部

医学教育部

保健学教育部

薬学教育部

2　大学院に関する規則は、別に定める。

(研究所)

第6条の2　本学に、次の研究所を置く。

発生医学研究所

産業ナノマテリアル研究所

2　研究所に関する規則は、別に定める。

(病院)

第6条の3　本学に、病院を置く。

2　病院に関する規則は、別に定める。
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(附属学校)

第7条　本学に、教育学部附属の次の学校を置く。

附属幼稚園　附属小学校　附属中学校　附属特別支援学校

2　附属学校に関する規則は、別に定める。

(学部附属の教育研究施設等)

第8条　本学に、次の学部、研究部、教育部又は研究所に附属する教育施設及び研

究施設を置く。

文学部 漱石・八雲教育研究センター　

教育学部 教育実践総合センター

法学部 地域の法と公共政策教育研究センター

工学部 工学研究機器センター　グローバル人材基礎教育センタ
ー

大学院人文社会科学研
究部

国際人文社会科学研究センター

大学院先端科学研究部
イノベーション研究教育センター　半導体研究教育セン
ター　生物環境農学国際研究センター

大学院生命科学研究部

エコチル調査南九州・沖縄ユニットセンター　臨床医学
教育研究センター　健康長寿代謝制御研究センター　グ
ローバル天然物科学研究センター　生体情報研究センタ
ー　ワクチン開発研究センター

大学院自然科学教育部 総合科学技術共同教育センター

発生医学研究所 臓器再建研究センター　高深度オミクス研究センター

2　教育施設及び研究施設に関する規則は、別に定める。

(大学院先導機構)

第8条の2　本学に、大学院先導機構を置く。

2　大学院先導機構に関する規則は、別に定める。

(熊本創生推進機構)

第8条の3　本学に、熊本創生推進機構を置く。

2　熊本創生推進機構に関する規則は、別に定める。

(グローバル推進機構)

第8条の4　本学に、グローバル推進機構を置く。

2　グローバル推進機構に関する規則は、別に定める。

(大学教育統括管理運営機構)

第8条の5　本学に、大学教育統括管理運営機構を置く。

2　本学に、大学教育統括管理運営機構に附属する次の教育施設及び研究施設を置

く。

数理科学総合教育センター

多言語文化総合教育センター

教職総合センター

3　大学教育統括管理運営機構及び附属施設に関する規則は、別に定める。

(先進軽金属材料国際研究機構)

第8条の6　本学に、先進軽金属材料国際研究機構を置く。

2　先進軽金属材料国際研究機構に関する規則は、別に定める。

(研究機構)

第8条の7　本学に、次の研究機構を置く。
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国際先端医学研究機構

国際先端科学技術研究機構

2　研究機構に関する規則は、別に定める。

(学内共同教育研究施設)

第9条　本学に、次の学内共同教育研究施設を置く。

総合情報統括センター

五高記念館

永青文庫研究センター

教授システム学研究センター

くまもと水循環・減災研究教育センター

先進マグネシウム国際研究センター

生命資源研究・支援センター

環境安全センター

埋蔵文化財調査センター

2　学内共同教育研究施設に関する規則は、別に定める。

(ヒトレトロウイルス学共同研究センター)

第10条　本学に、ヒトレトロウイルス学共同研究センターを置く。

2　ヒトレトロウイルス学共同研究センターに関する規則は、別に定める。

(附属図書館)

第11条　本学に、附属図書館を置く。

2　附属図書館に関する規則は、別に定める。

(保健センター)

第12条　本学に、保健センターを置く。

2　保健センターに関する規則は、別に定める。

第13条　削除

(その他の組織)

第14条　本学に、本節に定めるもののほか、必要な教育研究組織等を置くことがで

きる。

第3節　技術支援組織

第14条の2　本学に、技術部を置く。

2　技術部に関する規則は、別に定める。

第4節　職員組織

(職員)

第15条　本学に、学長及び副学長を置き、学部に学部長を、研究科(研究部及び教

育部を含む。第6項において同じ。)に研究科長(研究部にあっては研究部長、教

育部にあっては教育部長。第6項において同じ。)を置く。

2　本学に教授、准教授、専任講師、助教及び助手を置く。

3　前2項に定めるもののほか、本学に事務職員、技術職員、医療職員その他必要な

職員を置く。

4　学長は、校務をつかさどり、所属職員を統督する。

5　副学長は、学長を助け、命を受けて校務をつかさどる。

6　学部長及び研究科長は、学部又は研究科に関する校務をつかさどる。

7　教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能

力及び実績を有する者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に

従事する。
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8　准教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の優れた知識、能力

及び実績を有する者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従

事する。

9　専任講師は、教授又は准教授に準ずる職務に従事する。

10　助教は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の知識及び能力を有す

る者であって、学生を教授し、その研究を指導し、又は研究に従事する。

11　助手は、その所属する組織における教育研究の円滑な実施に必要な業務に従事

する。

12　第3項に規定する職員の職務については、別に定める。

第16条　附属学校に、校長、教頭、教諭、養護教諭及び事務職員を置く。

2　前項に定めるもののほか、附属学校に主幹教諭、栄養教諭その他必要な職員を

置くことができる。

3　校長は、校務をつかさどり、所属職員を監督する。

4　教頭は、校長を助け、校務を整理し、及び必要に応じ児童、生徒又は幼児(以下

「児童等」という。)の教育をつかさどる。

5　教頭は、校長に事故があるときはその職務を代理し、校長が欠けたときはその

職務を行う。

6　主幹教諭は、校長及び教頭を助け、命を受けて校務の一部を整理し、並びに児

童等の教育をつかさどる。

7　教諭は、児童等の教育をつかさどる。

8　養護教諭は、児童等の養護をつかさどる。

9　栄養教諭は、児童等の栄養の指導及び管理をつかさどる。

第2章　学部通則

第1節　修業年限、在学期間、学年、学期及び休業日

(修業年限)

第17条　学部の修業年限は、4年とする。ただし、医学部医学科及び薬学部薬学科

においては6年とする。

(長期にわたる教育課程の履修)

第17条の2　学部は、その定めるところにより、学生が、職業を有している等の事

情により、修業年限を超えて一定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業

することを希望する旨を申し出たときは、その計画的な履修を認めることができ

る。

(入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算)

第18条　第69条に定める科目等履修生及び第91条に定める特別の課程履修生とし

て、本学で一定の単位を修得した者が、本学に入学する場合において、当該単位

の修得により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは、その単位数

その他の事項を勘案して、相当期間を修業年限に通算することができる。ただ

し、その期間は、修業年限の2分の1を超えてはならない。

(在学期間)

第19条　在学期間は、修業年限の2倍の年数を超えることができない。

2　前項の規定にかかわらず、理学部及び工学部の在学期間は、6年を超えることが

できない。

3　第17条の2の規定により長期にわたる教育課程の履修が認められた学生の在学期

間については、学部規則の定めるところによる。

(学年)
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第20条　学年は、4月1日に始まり、翌年3月31日に終わる。

(学期)

第21条　学年を次の2期に分ける。

前学期　4月1日から9月30日まで

後学期　10月1日から翌年3月31日まで

2　前項に規定する学期の期間は、前半及び後半に分けることができる。

3　前2項に規定する学期の区分及び期間は、学部の事情により、学長の承認を得て

変更することができる。

(休業日)

第22条　定期休業日は、次のとおりとする。

(1)　国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に定める休日

(2)　日曜日及び土曜日

(3)　開学記念日　11月1日

(4)　春季休業　4月1日から4月3日まで

(5)　夏季休業　8月11日から9月30日まで

(6)　冬季休業　12月25日から翌年1月10日まで

2　臨時休業日は、必要に応じて学長がその都度定める。

3　春季休業、夏季休業及び冬季休業については、学部の事情により、学長の承認

を得て変更することができる。

第2節　入学

(入学時期)

第23条　入学の時期は、学年又は学期の始めとする。

(入学資格)

第24条　入学資格者は、学教法第90条第1項及び学校教育法施行規則(昭和22年文部

省令第11号。以下「学教法施行規則」という。)第150条の定めるところにより、

次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。

(1)　高等学校又は中等教育学校を卒業した者

(2)　通常の課程による12年の学校教育を修了した者(通常の課程以外の課程によ

り、これに相当する学校教育を修了した者を含む。)

(3)　外国において、学校教育における12年の課程を修了した者又はこれに準ず

る者で文部科学大臣の指定したもの

(4)　文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した

在外教育施設の当該課程を修了した者

(5)　専修学校の高等課程(修業年限が3年以上であることその他の文部科学大臣

が定める基準を満たすものに限る。)で文部科学大臣が別に指定するものを文

部科学大臣が定める日以後に修了した者

(6)　文部科学大臣の指定した者

(7)　高等学校卒業程度認定試験規則(平成17年文部科学省令第1号)により文部科

学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者(同規則附則第2条の規定

による廃止前の大学入学資格検定規程(昭和26年文部省令第13号)による大学入

学資格検定に合格した者を含む。)

(8)　その他本学において、相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以

上の学力があると認めた者

(入学志願手続)

第25条　入学志願者は、所定の検定料を添え、別に定める志願手続により願い出な
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ければならない。

(入学者の選考)

第26条　入学志願者については、選考を行う。

2　前項の選考方法については、別に定める。

(合格者の決定)

第27条　前条の選考による合格者の決定は、教授会の意見を聴いて、学長が行う。

(入学の許可)

第28条　合格者が、指定の期日までに、所定の入学料を納付したときは、学長は、

その入学を許可する。

2　合格者が、入学料の免除又は徴収猶予を申請し、受理された場合は、前項の規

定にかかわらず、学長は、その入学を許可する。

(入学の手続)

第29条　入学を許可された者は、指定の期日までに、所定の誓約書及び保証書を提

出しなければならない。

2　入学を許可された者が、正当な理由がなくて、指定の期日までに前項の手続を

とらないときは、入学の許可を取り消すことがある。

(再入学・編入学・転入学)

第30条　次の各号のいずれかに該当する者が、再入学、編入学又は転入学を志願す

るときは、教育上支障のない場合に限り、別に定めるところにより、選考の上、

学長は、入学を許可することができる。

(1)　願いにより退学した者又は第55条第1号、第4号、第5号若しくは第6号に該

当し学籍を除かれた者で、退学又は除籍後2年以内に再入学を願い出たもの

(2)　学教法施行規則第155条第1項第7号の規定により、医学を履修する博士課程

に入学した者で同課程を修了し、又は単位取得退学後若しくは願いによる退学

後、速やかに医学部へ再入学を願い出たもの

(3)　短期大学又は高等専門学校を卒業した者で、編入学を願い出たもの

(4)　専修学校の専門課程(修業年限が2年以上であることその他の文部科学大臣

の定める基準を満たすものに限る。)を修了した者(学教法第90条第1項に規定

する者に限る。)で編入学を願い出たもの

(5)　高等学校、中等教育学校の後期課程又は特別支援学校の高等部の専攻科の

課程(修業年限が2年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準を満た

すものに限る。)を修了した者(学教法第90条第1項に規定する者に限る。)で、

編入学を願い出たもの

(6)　大学を卒業した者で、編入学を願い出たもの

(7)　学教法第104条第4項の規定により学士の学位を授与された者で編入学を願

い出たもの

(8)　大学に2年以上在学し、かつ、所定の単位を修得し、願いにより退学した者

で、編入学を願い出たもの

(9)　外国において、学校教育における14年の課程を修了した者で編入学を願い

出たもの

(10)　外国の短期大学を卒業した者又は外国の短期大学の課程を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって、文部科

学大臣が別に指定するものの当該課程を我が国において修了した者(学教法第9

0条第1項に規定する者に限る。)で、編入学を願い出たもの

(11)　学教法施行規則附則第7条に規定する従前の規定による学校の課程を修了
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し、又は卒業した者で、編入学を願い出たもの

(12)　他の大学の学生で、転入学を願い出たもの

2　前項により入学を許可された者の在学年数及び既修得単位の認定は、教授会に

おいて行う。

(第3年次編入学)

第31条　第3年次に編入学を志願する者があるときは、別に定めるところにより、

選考の上、学長は、入学を許可する。

2　前項により入学を許可された者の既修得単位の認定は、教授会において行う。

(再入学、編入学又は転入学を許可された者の在学期間)

第32条　前2条により入学を許可された者の在学期間は、第19条の規定にかかわら

ず、在学年数の2倍を超えることができない。

2　前項の規定にかかわらず、第19条第2項の規定により、修業年限の2倍に満たな

い在学期間を定める学部にあっては、学部規則の定めるところによる。

(適用規定)

第33条　第23条、第25条及び第27条から第29条までの規定は、第30条及び第31条に

より入学する者に適用する。

第3節　教育課程の編成、履修方法及び単位認定等

(教育課程の編成方針)

第34条　各学部は、学部及び学科又は課程等の教育上の目的を達成するために必要

な授業科目を自ら開設し、教養教育に関する授業科目及び必要に応じ他の学部が

開設する授業科目を含めて体系的に教育課程を編成するものとする。

2　教育課程の編成に当たっては、学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとと

もに、幅広く深い教養及び総合的な判断力を培い、豊かな人間性を涵養するよう

適切に配慮しなければならない。

3　教養教育に関する授業は、全学協力の下に大学教育統括管理運営機構が行う。

(教育課程の編成方法等)

第35条　本学の教育課程は、リベラルアーツ科目、現代教養科目、Multidisciplin

ary Studies、基礎科目、キャリア科目及び開放科目からなる教養教育並びに専

門基礎科目及び専門科目からなる専門教育により編成する。

2　教養教育及び専門教育の授業科目は、必修科目、選択科目及び自由科目に区分

し、これを各年次に適切に配当するものとする。

3　第1項の授業は、文部科学大臣が定めるところにより、多様なメディアを高度に

利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。

4　第1項の授業は、外国において履修させることができる。前項の規定により、多

様なメディアを高度に利用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる

場合についても、同様とする。

(履修方法)

第36条　各学部の学生は、当該学部所定の教育課程を履修しなければならない。

2　教育課程の授業科目、単位及び履修方法は、熊本大学教養教育履修規則(平成16

年4月1日制定)及び学部規則の定めるところによる。

(履修科目の登録の上限)

第37条　学部は、学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の

要件として学生が修得すべき単位数について、学生が1年間又は1学期に履修科目

として登録することができる単位数の上限を定めるよう努めなければならない。

2　学部は、その定めるところにより、所定の単位を優れた成績をもって修得した
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学生については、前項に定める上限を超えて履修科目の登録を認めることができ

る。

(授業の聴講等)

第38条　授業の聴講等は、所定の手続を経なければならない。

2　他の学部の授業の聴講等には、特に規定する場合を除き、所属学部長及び当該

学部長の承認を受けなければならない。

(大学院授業科目の履修)

第38条の2　学生が、本学大学院へ入学を希望するときは、本学大学院の研究科又

は教育部の授業科目を履修することを認めることができる。

2　前項の研究科又は教育部の授業科目の履修には、所属学部長及び当該研究科又

は教育部の長の承認を受けなければならない。

3　前2項に関し必要な事項は、別に定める。

(単位の計算方法)

第39条　授業科目の単位の計算方法は、1単位の授業科目を45時間の学修を必要と

する内容をもって構成することを標準とし、授業の方法に応じ、次の基準による

ものとする。

(1)　講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲で別に定める時間

の授業をもって1単位とする。

(2)　実験、実習及び実技については、30時間から45時間までの範囲で別に定め

る時間の授業をもって1単位とする。

2　学部が、一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以

上の方法の併用により行う場合の単位数を計算するに当たっては、その組合せに

応じ、前項各号に規定する基準を考慮して学部が定める時間の授業をもって1単

位とする。

3　前2項の規定にかかわらず、卒業論文、卒業研究及び卒業制作等の授業科目につ

いては、これらの学修の成果を評価して単位を与えることが適切と認められる場

合には、これらに必要な学修等を考慮して、単位数を定めることができる。

(成績評価基準等の明示等)

第39条の2　学部は、学生に対して、授業の方法及び内容並びに1年間の授業の計画

をあらかじめ明示するものとする。

2　学部は、学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては、客観性及び厳格

性を確保するため、学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに、当該

基準に従って適切に行うものとする。

(単位の授与)

第40条　一つの授業科目を履修した者には、学力試験及び出席状況その他によって

認定の上、単位を与える。

(メディアを利用して行う授業による修得単位)

第41条　第35条第3項及び第4項の授業方法により修得した単位は、合わせて60単位

を超えない範囲で卒業に必要な単位の中に算入することができる。ただし、124

単位を超える単位数を卒業要件とする学部にあっては、別に定める。

2　第43条から第45条までの規定により修得した単位数のうち、前項の授業方法に

より修得した単位は、同項に定める単位数の中に算入するものとする。

(1年間の授業期間)

第42条　1年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、35週にわたること

を原則とする。
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(他の大学等における授業科目の履修等)

第43条　教育上有益と認めるときは、学生が他の大学(外国の大学を含む。)又は短

期大学(外国の短期大学を含む。)において履修した授業科目について修得した単

位を本学における授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。休

学期間中の履修についても、同様とする。

2　前項の規定により学生が修得した単位は、60単位を超えない範囲で本学におけ

る授業科目の履修により修得したものとみなすことができる。

3　前2項の規定は、学生が外国の大学又は短期大学が行う通信教育における授業科

目を我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有す

るものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であっ

て、文部科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国

において履修する場合について準用する。

4　前3項に関し必要な事項は、別に定める。

(大学以外の教育施設等における学修)

第44条　教育上有益と認めるときは、学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻

科における学修その他文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目

の履修とみなし、別に定めるところにより単位を与えることができる。

2　前項により与えることができる単位数は、前条第2項及び第3項により本学にお

いて修得したものとみなす単位数と合わせて60単位を超えないものとする。

(入学前の既修得単位の取扱い等)

第45条　教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に大学(外国の大学

を含む。)又は短期大学(外国の短期大学を含む。)において履修した単位(大学設

置基準(昭和31年文部省令第28号)第31条第1項及び第2項の規定により修得した単

位を含む。)を本学に入学した後の本学の授業科目の履修により修得したものと

みなすことができる。

2　教育上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第1項に規定

する大学以外の教育施設等における学修を、本学に入学した後の本学の授業科目

の履修とみなし、別に定めるところにより単位を与えることができる。

3　前2項の規定により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、

編入学、転学等の場合を除き、本学において修得した単位以外のものについて

は、60単位を超えないものとする。

第46条　前3条により修得したものとみなし、又は与えることのできる単位数は、

それぞれに規定する単位数にかかわらず、合わせて60単位を超えないものとす

る。

2　前3条の規定による単位の認定は、教授会において行う。

第4節　休学、転部、転科、転課程、転学、留学、退学及び除籍

(休学)

第47条　疾病その他やむを得ない理由により、2か月以上修学することができない

者は、所定の休学願により、学部長を経て、学長に休学を願い出なければならな

い。ただし、疾病のため休学する場合は、医師の診断書を添えるものとする。

2　前項の場合、学長は、その学期又は学年に限り、これを許可することができ

る。

第48条　疾病その他の理由により、修学することが適当でないと認められる者に対

しては、学長は、休学を命ずることができる。

(休学期間)
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第49条　休学は、更新することができる。ただし、その期間は、通算して修業年限

を超えることができない。

2　第30条及び第31条により入学を許可された者並びに第51条により転部、転科又

は転課程(以下「転部等」という。)を許可された者の休学期間は、前項ただし書

の規定にかかわらず、通算して在学年数に相当する年数を超えることができな

い。

3　休学期間は、在学期間に算入しない。

(復学)

第50条　休学期間中に復学しようとする者は、所定の復学願により、学部長を経

て、学長に願い出なければならない。ただし、疾病のため休学していた場合は、

医師の診断書を添えるものとする。

2　前項の場合、学長は、これを許可する。

3　休学期間を満了して復学する場合も、期間満了1か月前に、第1項に準じて願い

出なければならない。

(転部、転科及び転課程)

第51条　転部等を志願する者があるときは、教育上支障のない場合に限り、別に定

めるところにより、学長が許可する。

2　前項により転部等を許可された者の在学年数及び既修得単位の認定は、転部等

後の学部の教授会において行う。

3　第1項により転部等を許可された者の在学期間は、第19条第1項の規定にかかわ

らず、在学年数の2倍を超えることができない。ただし、修業年限の2倍に満たな

い在学期間を定める学部にあっては、学部規則の定めるところによる。

(転学)

第52条　他の大学へ転学しようとする者は、所定の転学願により、学部長を経て、

学長に願い出なければならない。

2　前項の場合、学長は、これを許可する。

(留学)

第53条　外国の大学又は短期大学で学修するため留学を志願する者は、所定の留学

願により、学部長を経て、学長に願い出なければならない。

2　前項の場合、学長は、これを許可する。

3　留学の期間は、第17条の修業年限に含まれるものとする。

(願いによる退学)

第54条　退学しようとする者は、所定の退学願により、学部長を経て、学長に願い

出なければならない。ただし、疾病のため退学する場合は、医師の診断書を添え

るものとする。

2　前項の場合、学長は、これを許可する。

(除籍)

第55条　次の各号のいずれかに該当する者は、学部長の申し出により、学長がこれ

を除籍する。

(1)　行方不明の届出のあった者

(2)　第19条、第32条及び第51条第3項に規定する期間を超えた者

(3)　第49条第1項ただし書及び第2項に規定する期間を超えた者

(4)　納付すべき入学料を指定の期日までに納付しない者

(5)　授業料の納付を怠り督促をしても納付しない者

(6)　正当な理由がなくて欠席が長期にわたる者
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(7)　成業の見込がないと認められる者

第5節　健康管理

(健康診断)

第56条　学生は、毎年定期及び臨時の健康診断を受けなければならない。

(健康管理上の諸処置)

第57条　前条の健康診断のほか、学校保健安全法(昭和33年法律第56号)その他の法

令に基づき、本学の指示する予防接種又は諸種の検査等を受けなければならな

い。

2　学長は、学生の健康管理の必要に応じ、集団生活に不適当な者及び学業の履修

が困難と判定される者に対して治療を命じ又は出席を停止させることができる。

第6節　卒業

(卒業の要件)

第58条　卒業の要件は、本学に、第17条に規定する年限以上在学し、かつ、学部所

定の教育課程を履修し、卒業に必要な単位を修得しなければならない。

(早期卒業)

第59条　前条の規定にかかわらず、本学の学生(医学及び臨床に係る実践的な能力

を培うことを主たる目的とする薬学を履修する課程に在学する者を除く。)で本

学に、3年以上在学したもの(これに準ずるものとして文部科学大臣が定める者を

含む。)が卒業に必要な単位を優秀な成績で修得したと認める場合には、その卒

業を認めることができる。

(学位の授与)

第60条　卒業者には、熊本大学学位規則(平成16年4月1日制定)の定めるところによ

り、学士の学位を授与する。

(卒業の認定)

第61条　卒業の認定は、教授会の意見を聴いて、学年又は学期の終わりに学長が行

う。

2　前項の規定にかかわらず、単位未修得等のため、卒業の認定を受けることがで

きなかった者については、次学期中にこれを行うことができる。

3　前項の取扱いについては、別に定める。

(教育職員の免許状授与の所要資格の取得)

第62条　教育職員免許法(昭和24年法律第147号)に規定する教育職員の免許状授与

の所要資格の取得については、学部規則の定めるところによる。

第7節　研究生、科目等履修生、特別聴講学生及び外国人留学生

(研究生)

第63条　本学において、特殊の専門事項について研究しようとする者があるとき

は、学部の授業、研究に支障のない限り、選考の上、研究生として入学を許可す

ることがある。

2　入学の時期は、学年又は学期の始めとする。ただし、特別の事情がある場合

は、学期の中途とすることがある。

第64条　研究生として入学を許可する者は、次の各号のいずれかに該当する資格を

有する者でなければならない。

(1)　大学を卒業した者(短期大学を含む。)

(2)　旧高等学校令による高等学校及び旧専門学校令による専門学校を卒業した

者

(3)　教授会で適当であると認めた者
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第65条　研究生として入学を志願する者は、入学願書に研究事項、研究期間及び履

歴等を記載し、所定の検定料を添え、学長に願い出なければならない。

第66条　研究生の在学期間は、原則として1年とする。ただし、研究生が研究の都

合により在学期間の更新を願い出たときは、これを許可することがある。

第67条　研究生は、研究事項について指導教員の指導のもとに研究を行うものとす

る。

2　研究生は、指導教員及び授業担当教員の承認を経て、研究に直接関係のある授

業に出席することができる。

第68条　研究生は、研究期間が終了したとき又は研究を終了したときは、指導教員

を経て、研究成果報告書を学部長に提出しなければならない。

(科目等履修生)

第69条　本学において、一又は複数の授業科目を選んで履修しようとする者がある

ときは、授業に支障のない限り、選考の上、科目等履修生として入学を許可する

ことがある。

2　科目等履修生に関する規則は、別に定める。

第70条から第72条まで　削除

(特別聴講学生)

第73条　本学において授業科目を履修しようとする他の大学(外国の大学を含

む。)、短期大学(外国の短期大学を含む。)又は高等専門学校の学生があるとき

は、当該大学、短期大学又は高等専門学校との協議に基づき、その履修を認める

ことがある。

2　前項により、授業科目の履修を認められた学生は、特別聴講学生と称する。

3　前2項に関し必要な事項は、別に定める。

第74条　研究生、科目等履修生及び特別聴講学生については、別段の定めのあるも

のを除くほか、学部学生に関する規則を準用する。

(外国人留学生)

第75条　外国人で、大学において教育を受ける目的をもって入国し、本学に入学を

志願する者があるときは、選考の上、学長は、外国人留学生として入学を許可す

ることがある。

2　前項の外国人留学生に対しては、日本語教育等の充実を図るため、日本語科目

及び日本事情に関する科目を置くことができる。

3　外国人留学生に関する規則は、別に定める。

(外国において教育を受けた学生に関する授業科目等の特例)

第76条　前条第2項の規定に基づき外国人留学生に対して開設する授業科目の履修

は、外国人留学生以外の学生で、外国において相当の期間中等教育(中学校又は

高等学校に対応する学校における教育をいう。)を受けたものの教育について必

要であると認める場合に準用する。

第8節　授業料等

(検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額)

第77条　検定料、入学料、授業料及び寄宿料の額は、国立大学法人熊本大学諸料金

規則(平成16年4月1日制定)に定めるところによる。

(入学料の免除)

第78条　入学料の納入が経済的理由等により困難であると認められる者に対して

は、入学料を免除することができる。

(入学料の徴収猶予)
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第79条　入学料の納入が経済的理由等により困難であると認められる者に対して

は、指定の期日まで入学料の徴収を猶予することができる。

(授業料の徴収方法)

第80条　授業料は、次の2期に分けて年額の2分の1ずつを徴収する。ただし、学生

の申出があったときは、前期中に、当該年度の後期に係る授業料を徴収すること

ができる。

前期(4月1日から9月30日までをいう。以下同じ。)

徴収期　4月1日から4月30日まで

後期(10月1日から翌年の3月31日までをいう。以下同じ。)

徴収期　10月1日から10月31日まで

2　入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については、入学を許可される

者の申出があったときは、前項の規定にかかわらず、入学を許可するときに徴収

する。

3　前期の徴収期後に入学を許可された者は、入学した日の属する月からその期末

までの授業料を別に定めるところにより納めなければならない。

4　学期の中途で復学を許可された者は、復学の日の属する月からその期末までの

授業料を別に定めるところにより納めなければならない。

5　学年の中途で卒業する者は、卒業の日の属する月までの授業料を納めなければ

ならない。

6　研究生、科目等履修生、特別聴講学生等の授業料徴収の方法に関し必要な事項

は、別に定める。

(納入の請求)

第81条　授業料は、その納入の請求を所定の場所への掲示をもって行うことができ

る。

(既納の検定料、入学料及び授業料の取扱い)

第82条　既納の検定料、入学料及び授業料は、返還しない。

2　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、その

者の申出により、当該各号に定める額を返還するものとする。

(1)　検定料を納めた者で、出願しなかったもの　当該検定料相当額

(2)　検定料を納めた者で、出願が受理されなかったもの　当該検定料相当額

(3)　一の入学試験に係る検定料を、2回以上納めた者　所定の検定料を超える額

に相当する額

(4)　学部において、出願書類等による選抜(以下この号において「第1段階目の

選抜」という。)を行い、その合格者に限り学力検査その他による選抜(以下こ

の号において「第2段階目の選抜」という。)を行う場合において、第1段階目

の選抜で不合格となった者　第2段階目の選抜に係る検定料相当額

(5)　個別学力検査出願受付後に大学入学共通テスト受験科目の不足等による出

願無資格者であることが判明した者　前号に定める額に相当する額

(6)　入学を許可するときに授業料を納めた者で、3月31日までに入学を辞退した

もの　当該授業料相当額

(7)　前期中に後期に係る授業料を併せて納めた者で、後期に係る授業料の徴収

期前に休学又は退学したもの　当該後期に係る授業料の額

(授業料の免除)

第83条　休学を許可され、又は命ぜられた者に対しては、授業料を免除することが

できる。
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第84条　経済的理由によって納付が困難であり、かつ、学業優秀と認められる者に

対しては、授業料を免除することができる。

2　前項に規定する者のほか死亡等やむを得ない事情があると認められる者に対し

ては、授業料を免除することができる。

(授業料の徴収猶予及び月割分納)

第85条　経済的理由等やむを得ない事情があると認められる者に対しては、授業料

の徴収を猶予し、又は月割分納を許可することができる。

(免除、徴収猶予等の取消)

第86条　第79条の徴収猶予、第84条の免除又は前条の徴収猶予若しくは月割分納の

許可があったあとで、その理由が消滅したと認めるときは、その許可を取り消

す。

(免除及び徴収猶予に関する規則)

第87条　この学則に定めるもののほか、入学料及び授業料の免除及び徴収猶予の実

施に関する規則は、別に定める。

第9節　賞罰

(表彰)

第88条　学生として表彰に価する行為があったときは、学長は、これを表彰する。

この場合、学長は、当該表彰について国立大学法人熊本大学教育研究評議会(以

下「教育研究評議会」という。)に報告する。

2　表彰に関し必要な事項は、別に定める。

(懲戒)

第89条　学生が本学の規則に背き、又は学生としての本分に反する行為があったと

きは、学部長の申出により、学長は、これを懲戒する。この場合、学長は、当該

懲戒について教育研究評議会に報告する。

2　懲戒は、訓告、停学及び退学とする。

3　前項の退学は、次の各号のいずれかに該当する学生に対して行うことができ

る。

(1)　性行不良で改善の見込がないと認められる者

(2)　大学の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者

4　停学の期間は、修業年限に算入せず、在学期間に算入する。

5　懲戒に関し必要な事項は、別に定める。

第10節　寄宿舎

(寄宿舎)

第90条　本学に、寄宿舎を置く。

2　寄宿舎に関する規則は、別に定める。

第11節　特別の課程

第91条　本学の学生以外の者を対象として、学教法第105条に規定する特別の課程

を編成し、これを履修する者(以下「特別の課程履修生」という。)に対し、単位

を与えることができる。

2　特別の課程履修生に対する単位の授与については、第40条の規定を準用する。

3　前2項に関し必要な事項は、別に定める。

附　則

1　この学則は、平成16年4月1日から施行する。

2　次の学科については、第2条第1項の規定にかかわらず、平成16年3月31日に当該
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学科に在学する者が当該学科に在学しなくなる日までの間、存続するものとす

る。

法学部 公共政策学科

理学部 数理科学科　物理科学科　物質化学科　地球科学科　生物科学科　環
境理学科

3　熊本大学学則等を廃止する規則(平成16年3月26日制定)により廃止された熊本大

学学則(昭和24年6月1日制定)の附則の規定により存続するものとされた学科又は

課程のうち、平成16年3月31日に存続するものについては、第2条第1項の規定に

かかわらず、平成16年3月31日に当該学科又は課程に在学する者が当該学科又は

課程に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。

4　前2項の規定により存続する学科又は課程の授業科目の履修、卒業等に関する事

項については、なお従前の例による。

附　則(平成17年3月24日学則第2号)

1　この学則は、平成17年4月1日から施行する。

2　文学部の人間科学科及び地域科学科は、改正後の第2条第1項の規定にかかわら

ず、平成17年3月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまで

の間、存続するものとする。

附　則(平成17年12月22日学則第4号)

この学則は、平成17年12月22日から施行する。

附　則(平成18年2月23日学則第2号)

1　この学則は、平成18年4月1日から施行する。

2　次の学科については、改正後の第2条第1項の規定にかかわらず、平成18年3月31

日に当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間、存続するもの

とする。

薬学部 薬科学科

工学部 環境システム工学科　知能生産システム工学科　電気システム工学
科　数理情報システム工学科

附　則(平成18年9月7日学則第6号)

この学則は、平成18年9月25日から施行する。

附　則(平成18年10月26日学則第9号)

この学則は、平成18年10月26日から施行する。

附　則(平成18年10月26日学則第10号)

この学則は、平成18年12月1日から施行する。

附　則(平成18年11月30日学則第12号)

この学則は、平成19年4月1日から施行する。

附　則(平成19年2月22日学則第3号)

1　この学則は、平成19年4月1日から施行する。

2　教育学部の養護学校教員養成課程は、改正後の第2条第1項の規定にかかわら

ず、平成19年3月31日に当該課程に在学する者が当該課程に在学しなくなる日ま
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での間、存続するものとする。

附　則(平成19年3月22日学則第5号)

この学則は、平成19年4月1日から施行する。

附　則(平成19年9月27日学則第7号)

この学則は、平成19年10月1日から施行する。

附　則(平成20年1月24日学則第2号)

この学則は、平成20年4月1日から施行する。ただし、第17条の次に1条を加える

改正規定は、平成20年1月24日から施行する。

附　則(平成20年3月27日学則第5号)

この学則は、平成20年4月1日から施行する。

附　則(平成20年9月25日学則第6号)

この学則は、平成20年9月25日から施行する。

附　則(平成20年11月27日学則第8号)

この学則は、平成21年1月1日から施行する。

附　則(平成21年3月26日学則第2号)

1　この学則は、平成21年4月1日から施行する。

2　この学則による改正後の第19条第2項、第32条第2項及び第51条第4項の規定は、

平成21年度入学者から適用し、平成20年度以前に入学した者については、なお従

前の例による。

附　則(平成21年12月24日学則第5号)

この学則は、平成22年1月1日から施行する。

附　則(平成22年2月24日学則第1号)

この学則は、平成22年4月1日から施行する。

附　則(平成22年3月24日学則第4号)

この学則は、平成22年4月1日から施行する。

附　則(平成22年6月24日学則第7号)

この学則は、平成22年7月1日から施行する。

附　則(平成22年9月30日学則第9号)

この学則は、平成22年10月1日から施行する。

附　則(平成23年2月24日学則第1号)

1　この学則は、平成23年4月1日から施行する。

2　この学則による改正後の第35条第1項の規定は、平成23年度入学者から適用し、

平成22年度以前に入学した者については、なお従前の例による。

附　則(平成23年5月26日学則第4号)

この学則は、平成23年6月1日から施行する。

学則-17



附　則(平成23年7月28日学則第6号)

この学則は、平成23年8月1日から施行する。

附　則(平成23年9月22日学則第8号)

この学則は、平成23年10月1日から施行する。

附　則(平成23年11月24日学則第10号)

この学則は、平成23年12月1日から施行する。

附　則(平成24年3月22日学則第2号)

1　この学則は、平成24年4月1日から施行する。

2　この学則による改正後の第35条第1項の規定は、平成24年度入学者から適用し、

平成23年度以前に入学した者については、なお従前の例による。

附　則(平成24年11月29日学則第6号)

1　この学則は、平成24年12月1日から施行する。

2　改正後の第8条第1項に規定する大学院自然科学研究科の減災型社会システム実

践研究教育センターは、平成30年11月30日まで存続するものとする。

附　則(平成25年2月28日学則第2号)

1　この学則は、平成25年4月1日から施行する。

2　この学則による改正後の第6条の2に規定するパルスパワー科学研究所は、令和5

年3月31日まで存続するものとする。

3　この学則による改正後の第19条第2項の規定は、平成25年度入学者から適用し、

平成24年度以前に入学した者については、なお従前の例による。

附　則(平成25年7月25日学則第5号)

この学則は、平成25年7月25日から施行する。

附　則(平成26年4月25日学則第3号)

この学則は、平成26年5月1日から施行する。

附　則(平成26年11月27日学則第6号)

この学則は、平成26年12月1日から施行する。

附　則(平成27年1月22日学則第1号)

この学則は、平成27年4月1日から施行する。

附　則(平成27年2月27日学則第4号)

この学則は、平成27年3月1日から施行する。

附　則(平成27年3月26日学則第6号)

この学則は、平成27年4月1日から施行する。

附　則(平成27年6月25日学則第9号)

この学則は、平成27年7月1日から施行する。

附　則(平成28年1月28日学則第2号)
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この学則は、平成28年4月1日から施行する。

附　則(平成28年2月24日学則第4号)

この学則は、平成28年4月1日から施行する。

附　則(平成28年3月24日学則第6号)

この学則は、平成28年4月1日から施行する。

附　則(平成28年5月26日学則第8号)

この学則は、平成28年6月1日から施行する。

附　則(平成28年9月23日学則第9号)

この学則は、平成28年10月1日から施行し、改正後の第30条第1項第5号の規定

は、平成28年4月1日から適用する。

附　則(平成29年2月23日学則第2号)

1　この学則は、平成29年4月1日から施行する。

2　この学則による改正後の第35条第1項の規定は、平成29年度入学者から適用し、

平成28年度以前に入学した者については、なお従前の例による。

附　則(平成29年11月24日学則第5号)

この学則は、平成29年12月9日から施行する。

附　則(平成30年3月22日学則第2号)

1　この学則は、平成30年4月1日から施行する。

2　工学部の物質生命化学科、マテリアル工学科、機械システム工学科、社会環境

工学科、建築学科、情報電気電子工学科及び数理工学科は、改正後の第2条第1項

の規定にかかわらず、平成30年3月31日に当該学科に在学する者が当該学科に在

学しなくなるまでの間、存続するものとする。

3　大学院自然科学研究科附属総合科学技術共同教育センターは、改正後の第8条の

規定にかかわらず、平成30年3月31日に自然科学研究科に在学する者が当該研究

科に在学しなくなる日までの間、存続するものとする。

附　則(平成30年4月26日学則第5号)

この学則は、平成30年5月1日から施行する。

附　則(平成30年9月27日学則第6号)

この学則は、平成31年4月1日から施行する。

附　則(平成30年12月27日学則第9号)

この学則は、平成31年1月1日から施行する。

附　則(平成31年2月28日学則第2号)

この学則は、平成31年4月1日から施行する。

附　則(平成31年3月28日学則第5号)

この学則は、平成31年4月1日から施行する。

附　則(令和元年5月7日学則第7号)
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この学則は、令和元年5月7日から施行する。

附　則(令和2年2月27日学則第2号)

この学則は、令和2年4月1日から施行する。

附　則(令和2年3月26日学則第4号)

この学則は、令和2年4月1日から施行する。

附　則(令和2年9月24日学則第5号)

この学則は、令和2年10月1日から施行する。

附　則(令和2年10月2日学則第7号)

この学則は、令和2年10月2日から施行する。

附　則(令和3年2月24日学則第2号)

この学則は、令和3年4月1日から施行する。

附　則(令和3年4月22日学則第4号)

この学則は、令和3年4月23日から施行する。

附　則(令和4年3月24日学則第2号)

1　この学則は、令和4年4月1日から施行する。

2　教育学部の小学校教員養成課程、中学校教員養成課程、特別支援教育教員養成

課程及び養護教諭養成課程は、改正後の第2条第1項の規定にかかわらず、令和4

年3月31日に当該課程に在学する者が当該課程に在学しなくなるまでの間、存続

するものとする。
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○熊本大学学生定員規則（案） 

（平成 16 年 4 月 1 日規則第 120 号） 

(趣旨) 

第 1 条 この規則は、熊本大学学則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 2 条第 2 項、熊本大学特別支

援教育特別専攻科規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 3 条第 1 項及び熊本大学養護教諭特別別

科規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 3 条及び熊本大学大学院学則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第

12 条の規定に基づき、熊本大学(以下「本学」という。)及び熊本大学大学院(以下「本学大

学院」という。)の学生の収容定員又は入学定員を定める。 

(学生の収容定員) 

第 2 条 本学の学部の収容定員は、次のとおりとする。  

学部の収容定員の表(令和 5 年度)  

学部 学科・課程 各年次の収容定員 収容定

員 
第 1 年

次 

第 2 年

次 

第 3 年

次 

第 4 年

次 

第 5 年

次 

第 6 年

次 

文学部 総合人間学科 55 55 55 55   220 

歴史学科 35 35 35 35   140 

文学科 50 50 50 50   200 

コミュニケーション情

報学科 

30 30 30 30 
  

120 

(学部共通)   10 10   20 

計 170 170 180 180   700 

教育学

部 

小学校教員養成課程 - - 110 110   220 

中学校教員養成課程 - - 70 70   140 

特別支援教育教員養成

課程 

- - 20 20   40 

養護教諭養成課程 - - 30 30   60 

学校教育教員養成課程 220 220 - -   440 

計 220 220 230 230   900 

法学部 法学科 210 210 210 210   840 

(学部共通)   10 10   20 

計 210 210 220 220   860 

理学部 理学科 200 200 200 200   800 

計 200 200 200 200   800 

医学部 医学科 110 110 110 110 115 115 670 

保健学科 144 144 144 144   576 

(保健学科共通) 
  

16 16 
  

32 

計 254 254 270 270 115 115 1,278 
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薬学部 薬学科 55 55 55 55 55 55 330 

創薬・生命薬科学科 35 35 35 35 
  

140 

計 90 90 90 90 55 55 470 

工学部 土木建築学科 124 124 134 134   516 

機械数理工学科 109 109 119 119   456 

情報電気工学科 149 149 169 169   636 

材料・応用化学科 131 131 136 136   534 

物質生命化学科 - - - -   0 

マテリアル工学科 - - - - 
  

0 

機械システム工学科 - - - - 
  

0 

社会環境工学科 - - - - 
  

0 

建築学科 - - - - 
  

0 

情報電気電子工学科 - - - - 
  

0 

数理工学科 - - - - 
  

0 

(学部共通)   - -   0 

計 513 513 558 558   2,142 

合計 1,657 1,657 1,748 1,748 170 170 7,150 

備考 (学部共通)又は(保健学科共通)は、第 3 年次編入学定員である。 

各年次の収容定員の欄中「-」で示すものは、廃止予定又は募集停止の学科である。 

第 3 条 本学の専攻科の収容定員は、次のとおりとする。  

専攻科の収容定員の表(令和 4 年度)  

専攻科 専攻 収容定員 

特別支援教育特別専攻科 特別支援教育専攻 15 

合計 15 

第 4 条 本学の別科の学生の収容定員は、次のとおりとする。  

別科の収容定員の表(令和 4 年度)  

別科 収容定員 

養護教諭特別別科 40 

合計 40 

第 5 条 本学大学院の修士課程及び博士前期課程の収容定員は、次のとおりとする。  

修士課程及び博士前期課程の収容定員の表(令和 4年度)  

研究科又は教育部 専攻 各年次の収容定員 収容定員 

第 1 年次 第 2 年次 

教育学研究科 学校教育実践専攻 - - 0 

計 - - 0 
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社会文化科学教育部 法政・紛争解決学専攻 14 

(3) 

11 25 

(3) 

熊本大学・マサチュー

セッツ州立大学ボスト

ン校紛争解決学国際連

携専攻 

4 4 8 

公共政策学専攻 - - 0 

現代社会人間学専攻 18 18 36 

文化学専攻 18 18 36 

教授システム学専攻 15 15 30 

計 69 

(3) 

66 135 

(3) 

自然科学教育部 理学専攻 110 110 220 

土木建築学専攻 75 75 150 

機械数理工学専攻 65 65 130 

情報電気工学専攻 103 103 206 

材料・応用化学専攻 90 90 180 

計 443 443 886 

医学教育部 医科学専攻 20 20 40 

計 20 20 40 

保健学教育部 保健学専攻 24 24 48 

計 24 24 48 

薬学教育部 

  
創薬・生命薬科学専攻 35 35 70 

計 35 35 70 

合計 

591 

(3) 

588 1,179 

(3) 

備考 括弧書きの数字は、標準修業年限を 1 年とする入学定員で内数。 

各年次の収容定員の欄中「-」で示すものは、廃止予定又は募集停止の専攻である。 

第 6 条 本学大学院の博士課程(博士前期課程を除く。)の収容定員は、次のとおりとする。  

博士課程(博士前期課程を除く。)の収容定員の表(令和 4 年度)  

研究科又は教育

部 

専攻 各年次の収容定員 収容定員 

第 1 年次 第 2 年次 第 3 年次 第 4 年次 

自然科学研究科 理学専攻 - - - 
 

0 

情報電気電子工学専攻 - - - 
 

0 

環境共生工学専攻 - - - 
 

0 

計 - - -  0 

社会文化科学教

育部 

人間・社会科学専攻 6 6 6  18 

文化学専攻 6 6 6  18 
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教授システム学専攻 3 3 3  9 

計 15 15 15  45 

自然科学教育部 理学専攻 12 12 12  36 

工学専攻 46 46 46  138 

計 58 58 58  174 

医学教育部 医学専攻 88 88 88 88 352 

計 88 88 88 88 352 

保健学教育部 保健学専攻 6 6 6  18 

計 6 6 6  18 

薬学教育部 医療薬学専攻 8 8 8 8 32 

創薬・生命薬科学専攻 10 10 10  30 

計 18 18 18 8 62 

合計 185 185 185 96 651 

備考 各年次の収容定員の欄中「-」で示すものは、廃止予定又は募集停止の専攻である。 

第 7 条 本学大学院の教職大学院の課程の収容定員は、次のとおりとする。  

教職大学院の課程の収容定員の表(令和 4 年度)  

研究科 専攻 各年次の収容定員 収容定員 

第 1 年次 第 2 年次 

教育学研究科 教職実践開発専攻 30 30 60 

合計 30 30 60 

 

附 則 

この規則は、平成 16 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則(平成 17 年 3 月 24 日規則第 52 号) 

この規則は、平成 17 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則(平成 18 年 2 月 23 日規則第 18 号) 

この規則は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 19 年 2 月 22 日規則第 9 号) 

この規則は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 20 年 1 月 24 日規則第 22 号) 

この規則は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 21 年 3 月 26 日規則第 56 号) 
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1 この規則は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

2 改正後の第 2 条の表に規定する医学部医学科の第 1 年次収容定員 115 人については、平成

22 年度から令和元年度までとし、令和 2 年度からは 110 人とする。 

 

  附 則(平成 22 年 2 月 24 日規則第 10 号) 

この規則は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 23 年 2 月 24 日規則第 11 号) 

この規則は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 24 年 3 月 22 日規則第 36 号) 

この規則は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 25 年 3 月 29 日規則第 24 号) 

この規則は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 26 年 3 月 31 日規則第 40 号) 

この規則は、平成 26 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 27 年 3 月 12 日規則第 93 号) 

この規則は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 28 年 3 月 18 日規則第 41 号) 

この規則は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 29 年 2 月 28 日規則第 95 号) 

この規則は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 30 年 3 月 16 日規則第 39 号) 

この規則は、平成 30 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(平成 31 年 3 月 27 日規則第 44 号) 

この規則は、平成 31 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則(令和元年 5月 7 日規則第 303 号) 

この規則は、令和元年 5月 7 日から施行する。 
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附 則(令和 2 年 3 月 27 日規則第 61 号) 

1 この規則は、令和 2年 4 月 1 日から施行する。 

2 改正後の第 2 条の表に規定する医学部医学科の第 1 年次収容定員 110 人については、令和 2    

年度から令和 5 年度までとし、令和 6 年度からは 105 人とする。 

 

附 則(令和 3 年 3 月 31 日規則第 99 号) 

この規則は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則(令和 4 年 3 月 31 日規則第 107 号) 

この規則は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

 

附 則 

この規則は、令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 
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1 
 

 
 
 

熊本大学学生定員規則の変更の事由及び変更点 
 
 
 
変更の事由 
 
  医学部医学科の入学定員を見直すため、所要の改正を行うものである。 
 
 
変更点 
 
  医学部医学科の入学定員及び収容定員に関する規定を整備すること。 
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学則変更（案）様式 

 
熊本大学学則（新） 熊本大学学則（旧） 

第 1 条 （略） 
 
（学部、学科、課程及び収容定員） 
第 2 条 本学に、文学部、教育学部、法学

部、理学部、医学部、薬学部及び工学部を置

き、学科及び課程は、次のとおりとする。 
文学部 総合人間学科 歴史学科 文学科 

コミュニケーション情報学科 
教育学 学校教育教員養成課程 
部    
法学部 法学科 
理学部 理学科 
医学部 医学科 保健学科 
薬学部 薬学科 創薬・生命薬科学科 
工学部 土木建築学科 機械数理工学科 

情報電気工学科 材料・応用化学

科 
2 収容定員は、別に定める。 
3 学部に関する規則は、別に定める。 
 
第 3 条～第 91 条 （略） 

第 1 条 （略） 
 
（学部、学科、課程及び収容定員） 
第 2 条 本学に、文学部、教育学部、法学

部、理学部、医学部、薬学部及び工学部を置

き、学科及び課程は、次のとおりとする。 
文学部 総合人間学科 歴史学科 文学科 

コミュニケーション情報学科 
教育学 学校教育教員養成課程 
部    
法学部 法学科 
理学部 理学科 
医学部 医学科 保健学科 
薬学部 薬学科 創薬・生命薬科学科 
工学部 土木建築学科 機械数理工学科 

情報電気工学科 材料・応用化学

科 
2 （同左） 
3 （同左） 
 
第 3 条～第 91 条 （略） 

熊本大学学生定員規則（新） 熊本大学学生定員規則（旧） 
(趣旨) 
第 1 条 この規則は、熊本大学学則(平成 16
年 4 月 1 日制定)第 2 条第 2 項、熊本大学特

別支援教育特別専攻科規則(平成 16 年 4 月 1
日制定)第 3 条第 1 項及び熊本大学養護教諭

特別別科規則(平成 16 年 4 月 1 日制定)第 3
条及び熊本大学大学院学則(平成 16 年 4 月 1
日制定)第 12 条の規定に基づき、熊本大学

(以下「本学」という。)及び熊本大学大学院

(以下「本学大学院」という。)の学生の収容

定員又は入学定員を定める。 
(学生の収容定員) 
第 2 条 本学の学部の収容定員は、次のとお

(趣旨) 
第 1 条 （同左） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(学生の収容定員) 
第 2 条 本学の学部の収容定員は、次のとお
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りとする。 
学部の収容定員の表(令和 5 年度) 
学

部 
学

科・

課程 

各年次の収容定員 収

容

定

員 

第

1
年

次 

第

2
年

次 

第

3
年

次 

第

4
年

次 

第

5
年

次 

第

6
年

次 

文

学

部 

総合

人間

学科 

55 55 55 55   220 

教

育

学

部 

小学

校教

員養

成課

程 

- - 110 110   220 
 

中学

校教

員養

成課

程 

- - 70 70   140 

特別

支援

教育

教員

養成

課程 

- - 20 20   40 

養護

教諭

養成

課程 

- - 30 30   60 

学校

教育

教員

養成

課程 

220 220 - -   440 

計 220 220 230 230   900 

理 理学 200 200 200 200   800 

りとする。 
学部の収容定員の表(令和 4 年度) 
学

部 
学

科・

課程 

各年次の収容定員 収

容

定

員 

第

1
年

次 

第

2
年

次 

第

3
年

次 

第

4
年

次 

第

5
年

次 

第

6
年

次 

文

学

部 

総合

人間

学科 

55 55 55 55   220 

教

育

学

部 

小学

校教

員養

成課

程 

- 110 110 110   330 

中学

校教

員養

成課

程 

- 70 70 70   210 

特別

支援

教育

教員

養成

課程 

- 20 20 20   60 

養護

教諭

養成

課程 

- 30 30 30   90 

学校

教育

教員

養成

課程 

220 - - -   220 

計 220 230 230 230   910 

理 理学 200 200 200 200   800 
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学

部 
科 

計 200 200 200 200   800 
医

学

部 

医学

科 
110 110 110 110 115 115 670 

保健

学科 
144 144 144 144   576 

(保
健学

科共

通) 

  16 16   32 

計 254 254 270 270 115 115 1,27
8 

合計 1,6
57 

1,6
57 

1,7
48 

1,7
48 

170 170 7,15
0 

備考 (学部共通)又は(保健学科共通)は、第

3 年次編入学定員である。 
各年次の収容定員の欄中「-」で示すもの

は、学年進行中、廃止予定又は募集停止の学

科・課程である。 
 
第 3 条～第 7 条 （略） 
 
 
附 則 
1 この規則は、令和 2 年 4 月 1 日から施行

する。 
2 改正後の第 2 条の表に規定する医学部医

学科の第 1 年次収容定員 110 人について

は、令和 2 年度から令和 5 年度までとし、

令和 6 年度からは 105 人とする。 
 
附 則 
 この規則は、令和 5 年 4 月 1 日から施行

する。 

学

部 
科 

計 200 200 200 200   800 

医

学

部 

医学

科 
110 110 110 115 115 115 675 

保健

学科 
144 144 144 144   576 

(保
健学

科共

通) 

  16 16   32 

計 254 254 270 275 115 115 1,28
3 

合計 1,6
57 

1,6
67 

1,7
48 

1,7
53 

170 170 7,16
5 

備考 (学部共通)又は(保健学科共通)は、第

3 年次編入学定員である。 
各年次の収容定員の欄中「-」で示すもの

は、学年進行中、廃止予定又は募集停止の学

科・課程である。 
 
第 3 条～第 7 条 （略） 
 
 
附 則 
1 この規則は、令和 2 年 4 月 1 日から施行

する。 
2 改正後の第 2 条の表に規定する医学部医

学科の第 1 年次収容定員 110 人について

は、令和 2 年度から令和 4 年度までとし、

令和 5 年度からは 105 人とする。 
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学則の変更の趣旨等を記載した書類 

 

１．学則変更（収容定員変更）の内容 

 熊本大学医学部医学科の平成 20 年度以降の入学定員については、平成 21 年度に「緊急

医師確保対策」に基づき平成 29 年度までの期限を付した 5 名の臨時定員増（平成 29 年度

に平成 31年度まで延長）及び「経済財政改革の基本方針 2008」に基づき 5名の恒久定員増

を、また、平成 22年度に「経済財政改革の基本方針 2009」に基づき平成 31 年度までの期

限を付した 5名の臨時定員増をそれぞれ実施した。 

 平成 31 年度を期限とする 10 名の入学定員について、令和 3 年度までの期限を付した再

度の入学定員 5 名増を行い、令和 2 年度の入学定員を再度の定員増を行わなかった場合の

105 名から 110 名に増員を行った。 

 さらに、地域の医師確保等の観点から、令和 2・3 年度の増加と同様の枠組みを維持し、

令和 4 年度に再度の入学定員 5 名増を行い、令和 5 年度の入学定員についても定員増を行

わなかった場合の 105 名から 110 名に増員を行う。 

 これにあわせて、収容定員についても令和 5年度のみの臨時の入学定員増を踏まえ、再度

の定員増を行わなかった場合の 630 名から 635 名に増員する。 

 

２．学則変更（収容定員変更）の必要性 

熊本県の医療施設に従事する医師数は、人口 10 万人当たり、289.8 人（厚生労働省「平

成 30 年医師・歯科医師・薬剤師調査」）で、全国平均 246.7 人を上回っている（資料１）。 

しかしながら、熊本市と熊本市以外の地域を比較すると、熊本市（熊本圏域）では、414.1

人であるのに対して、熊本市以外の地域では、199.3 人となっている。熊本県の医療施設に

従事する医師数（平成 30 年：5,091 人）について、その６割が熊本市に集中している。平

成 28 年から平成 30 年の間に熊本市内の医師数が７人増加したのに対し、熊本市外の医師

数は 83 人増加しており、熊本市外の医師数は増加傾向にあるものの、未だ医師の地域偏在

は大きい状況である。また、地域で勤務する医師のうち、65 歳以上の割合は年々高まって

おり、高齢化の傾向にある。 

また、熊本県の地域医療における将来推計として、2036 年に向けて、県全体では人口は

減少傾向にあるものの、医療需要は増加傾向にあり、厚生労働省の計算によると、将来時点

において、複数の圏域で医師が不足する可能性がある。（資料２）。 

これまで、熊本大学では、熊本県と連携し、地域や診療科の医師確保の観点から、平成 19

年度の「緊急医師確保対策」に基づく 5 名の増員及び「経済財政改革の基本方針 2008」に

伴う 5名の増員によって、平成 21年度から入学定員を 10 名増員した。 

さらに平成 22年度からは「経済財政改革の基本方針 2009」により、熊本県医師修学資金

（地域枠）の給付を条件とした推薦入試（地域枠）を新設し、5名増とした。 

そして、平成 31 年度までに認可を受けた臨時的な定員数 10 名から 2 年間を通じて地域

枠の学生を確保できていない定員数 4 名を減じた数 6 名を上限として増員申請数を熊本県
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と協議し、令和 3年度までの期限を付した再度の入学定員 5名増を行った。 

今回、熊本県から、上記のような状況を踏まえ、本学に対して地域医療に従事する医療人

育成及びその増員の延長について要望があったため、令和 2・3・4年度の増加と同様の枠組

みを維持し、令和 5年度のみの再度の 5名増員を申請することとした。 

 

３．学則変更（収容定員変更）に伴う教育課程等の変更 

（１）入学者選抜 

  熊本大学医学部医学科の令和 4年度入学者選抜試験は、一般選抜（前期日程 90名）及

び学校推薦型選抜（推薦入学（一般枠 5 名、熊本みらい医療枠 10 名、地域枠 8 名））に

よって実施しており、地域枠 8 名については、熊本県による医師修学資金給付制度によ

り、奨学金を貸与している（資料４）。 

これまで、入学者に対する県内高等学校出身者の占める割合は概ね 30～40％で推移し

ており、令和 4年度までの直近 5 年間の平均は 39%となっている（資料３）。 

  令和 5 年度から、県内各地の中核医療機関で医師不足及び特定の診療科の医師確保へ

の対策として、医学科定員を 5名増員延長し、地域医療を担う医師の養成等を図ることと

した（資料５、６）。 

  なお、令和 4年度の学校推薦型選抜より、「地域枠」の定員を臨時定員 5名に恒久定員

3名を加えた 8人に増員するとともに、新たに、出願資格を熊本県出身者に限定し、かつ、

卒業後の進路条件を緩やか（勤務する地域病院の選択肢を拡大）にし、さらに、多様性の

ある「熊本みらい医療枠」（入学定員 10名）も導入し、引き続き熊本県に定着し、地域医

療を担う人材の確保に貢献する（資料６）。 

  なお、受験者の確保を目的として、ホームページ、熊本大学広報誌、オープンキャンパ

ス、県内高等学校長との懇談会、県内高等学校進路指導連絡協議会との懇談会、九州地区

国立大学・高等学校連絡協議会及び各種進学説明会等のあらゆる機会を通じて広報活動

を行う。 

 

（２）教育課程 

１）現行の取組を更に強化するもの（資料７） 

① 授業において、地域医療の概要と実態を講義する。この過程で、医学教育モデル・コア・

カリキュラムに求められている項目に関して学ばせる。具体的には、地域医療のあり方と

熊本県の現状と課題について講義し、医師として地域医療に貢献するためにはいかなる

能力を身に付けるべきか、ということを理解させるため、以下の項目を講義する。 

（Ａ）４年生「公衆衛生学」講義 

 年間 47コマ（１コマ 90 分授業）実施しているが、その中で地域医療に関する講義を充

実させ、地域医療に求められる医師としての役割と機能及び体制などの地域医療のあり

方を学ばせる。さらに地域における保健（母子保健、老人保健、精神保健、学校保健）・

医療・福祉・介護の分野間の連携及び多職種間の連携の必要性を講義し、現状と課題さら
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にあるべき姿を考察できるよう学生に学ばせる。また、地域保健医療計画、衛生行政、地

域保健における保健所の活動について学ばせる。 

（具体的な講義項目） 

  ア 社会保障・社会福祉の理念： 自由権から生存権 

社会保障の目的・理念： 責任の所在の変遷 

  イ 地域における福祉施設の体系と機能： ①在宅と施設、②老人関係施設の種類→養

護老人ホーム、特別養護老人ホーム、老人保健施設 

ウ 介護保険法制定後の老人福祉・医療施設の現状  

エ 地域における健康福祉システム(地域リハビリテーション)  

オ 地域保健・保健所の機能 

カ 医療法、医療保険制度 

（Ｂ）４年生「医療と社会」講義 

  年間 17 コマ（１コマ 90 分授業）実施している「医療と社会」の一部を地域医療の講義

にあて、地域医療に求められる医師としての役割と機能及び体制などの地域医療のあり

方を学ばせる。また、熊本県における医師の偏在（地域及び診療科）の現状とその理由を

学ばせる。さらに地域医療の基盤となるプライマリ・ケアの必要性を理解させる。 

（具体的な講義項目） 

キ 地域医療の実際 

ク 患者中心の医療 

 

② 実習において、熊本県内の地域医療とそれを取り巻く状況を学修し、地域医療に従事す

る医師としてどのような実践能力を身につけるべきかを学ばせるため、以下の項目につ

いての実習を行う。 

（Ａ） １年生「早期臨床体験実習Ⅰ」 

  「早期臨床体験実習Ⅰ」は１年次に 20コマ（１コマ 90分授業：終日５日間）を実施し

ており、その中で地域医療機関や介護老人保健施設の体験実習を行っているが、今後は体

制が整えば、保健所についても実施する。もって地域保健医療計画、衛生行政、保健所活

動について、熊本県の地域保健について学ばせる。 

（Ｂ） ３年生「早期臨床体験実習Ⅲ」 

  「早期臨床体験実習Ⅲ」は３年次に 22コマ（１コマ 90分授業：終日５日間＋半日）を

実施しており、その中で地域医療機関（地域開業診療所等）の現状を自らの目で知ること

を目的とした見学型実習を行っている。もって熊本県の地域医療について学ばせる。 

（Ｃ） ４～５年生「臨床実習」 

   地域医療に貢献するためにはプライマリ・ケアの能力が必要である。そのため、４～５

年次の「臨床実習」の際に、救急車同乗実習を行い、熊本市消防署が行っている救急業務

の実態を見学し、救急現場での初期対応を学び、併せて熊本市における救急患者受入れ状

況を知ることを通し地域救急医療の現状を学ばせる。さらに体制が整えば、災害救急医療
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におけるトリアージを学ばせる。また、地域医療機関に学生を派遣して、地域のプライマ

リ・ケアの体験を充実させる。もって地域医療の基礎となるプライマリ・ケアの必要性を

理解させ、医師としてどのような実践能力を身に付けるべきかを学ばせる。 

（Ｄ） ５～６年生「特別臨床実習」 

地域医療機関の中から、2015 年に、熊本県北部の地域医療機関の中核である公立玉名

中央病院からの寄附を受け、地域医療の実践教育を行う施設として、玉名教育拠点が開設

され、寄附講座教員が常駐して、地域医療を志す医師、研修医及び医学生に対し、実践教

育の場を提供している。 さらに 2019 年からは、熊本県天草地区の地域医療機関の中核で

ある天草地域医療センターからの寄附を受け、天草教育拠点が開設され地域医療を志す

医師、研修医及び医学生に対し、実践教育の場を提供している。これらの施設において、

地域医療の実際を体験し、医師としてどのような態度・能力が求められているか学ばせる。 

 

２）今後の取組 

① 地域医療の現状と課題の把握 

平成 28 年 4 月に設置された「地域医療・総合診療実践学寄附講座」の教員を主体とし

て、熊本県における地域医療の現状、地域医療に求められる医師像、地域医療における医

療連携などを教授し、地域医療への関心を醸成する。熊本県地域医療構想についても理解

を深めさせる。 

 

② 熊本大学医学部と自治医科大学との交流会の拡大 

平成 19年度から実施している「熊本大学医学部と自治医科大学との交流会」を拡大し、

地域医療の必要性等学ばせるコースワークを策定し、自治医科大学生とともに熊本大学

医学部学生を参加させる。この際、熊本県健康福祉部や自治医科大学出身の医師などの協

力を仰ぎ、熊本県の地域医療の現状と特徴、解決すべき課題等について理解を深めさせる。 

 

③ 地域の保健師活動の現状と課題の把握 

地域保健における保健所の活動の実際を学ぶことに加え、保健所がカバーできない部

分を補っている市町村の保健師活動についても学ぶため、保健師を非常勤講師として招

聘し、地域の保健師活動の現状と課題について学ばせる。 

 

④ 地域中核病院等での実習体験 

地域枠入学者を含む熊本県医師修学資金受給者ならびに希望者を対象として、夏休み

に、地域中核病院或いは僻地の一人医師診療所における実習を体験させる。これにより、

学生を地域及び僻地医療に積極的に参加・貢献させるとともに、地域における、救急医療、

災害医療、在宅ターミナルケアの体制を実地見聞させ、その実際を理解させる。さらに、

離島や山間部における僻地医療の実際を体験して、地域医療の現状と課題について学ば

せる。 
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⑤ 熊本大学大学院生命科学研究部附属臨床医学教育研究センターと寄附講座の連携 

地域医療を含む医学教育全般を統括する組織として「臨床医学教育研究センター」を平

成 22年度に設置し、「地域医療・総合診療実践学寄附講座」との連携を図りながら、地域

医療教育を充実させる。 

 

４．その他 

（１）地域の医療機関との連携の推進 

１）現行の取組 

① 地域医療連携センターの設置 

  地域医療連携を推進するため、平成 12年度に地域医療連携センターを設置した。 

 同センターでは、患者の目線で適切な診療支援体制を考えており、医療をはじめ、社会福

祉制度、介護サービスなどの情報提供や、在宅療養支援、介護保険などの相談支援等の活

動を行っている。 

 

② モービル CCU（冠動脈疾患集中治療救急車）の導入、ヘリポートの設置等 

  平成 19 年 12 月にモービル CCU を導入し、患者搬送の利便を図った。また、平成 18年

6 月の新中央診療棟竣工に伴い、同棟屋上に設置したヘリポートの運用を開始した。これ

により、熊本県が所有する防災ヘリコプターでの患者搬送が飛躍的に伸びており、現在、

月 4～5回程度のヘリポート利用があり、特に県境の救急患者の受入れを行えるようにし、

僻地医療の改善に大きく寄与することが可能となった。 

 

③ 都道府県がん診療連携拠点病院 

  熊本大学病院は、平成 18 年 8 月 24 日付けで都道府県がん診療連携拠点病院に指定さ

れた。 

  現在、熊本大学病院に、熊本県がん診療連携協議会を、当協議会の下部組織として、が

ん診断部会、化学療法部会、放射線療法部会、緩和ケア部会、相談支援・情報連携部会、

がん登録部会の 6部会を設置し、熊本県における「がん医療の均てん化」に向けた各種の

取組を推進している。 

 

④ NICU（新生児集中治療室）等の整備 

  平成 21 年度に「周産期医療環境整備事業（NICU 等設置）」に選定されたのを受け、周

産期医療分野の環境整備を図り、ハイリスクが予測される母体又は胎児受入れを可能と

する機能強化に取り組んでいる。 

  具体的には、新生児医療部門に新生児集中治療室（NICU）12 床、回復保育室（GCU）12

床を、更に周産期医療部門に母体・胎児集中治療室（MFICU）6床を整備し、平成 23年 4

月に熊本県内で２番目の総合周産期母子医療センター施設認定を受けた。 
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⑤ 大学直営の学内保育所の設置 

  女性医師等にとって働きやすい環境を整備し、その定着を図るため、昭和 45 年 4 月に

熊本大学病院敷地内に設置し老巧化していた保育所を、男女共同参画推進事業の一環と

して、医学部地区に園舎を新設した。熊本大学直営として平成 21 年 4 月１日に開園し、

園児の受入れを行っている。 

 

⑥ 学生実習受入施設への説明会の開催 

 早期臨床体験実習Ⅰ, III 等の学外実習において、学生の受入れがある地域の医療施設に

対して説明会を開催している。実習の趣旨や実施方法を説明するとともに、施設間で、こ

れまでの受入れ経験に基づく教育・指導方法について情報交換する場を提供している。 

 

２）今後の取組 

① 臨床研修のための地域医療機関の指導医等への教育 FD（実習目的・指導方法等）を実

施して、医学部と連携した地域医療教育の向上を図る。 

 

② 総合臨床研修センターでのスキルスラボの充実を図る。具体的には、地域医療を担う医

学部生や卒後臨床研修医の医療技術の修得・向上を目的とした、基本的救命処置シミュ

レーター、心音シミュレーター、肺音シミュレーター等の各種臨床実地トレーニングシス

テムを整備する。 

 

（２）その他の地域医療貢献策 

１）医学部及び熊本大学病院等でのこれまでの取組 

① 地域医療機関との連携 

  地域医療に関する卒前の継続的な教育、総合診療（専門）医の育成や地域の医療機関に 

おける診療支援に関連する研究を行うことを目的として、「地域医療・総合診療実践学寄 

附講座」が平成 28年 4月に設置された。特任教員 5名が配置され、「地域医療」と「総 

合診療科」の 2つのプログラムを提供しており、「地域医療」では、学生が県内の協力病 

院へ赴き、泊まり込みでの実習を行い、「総合診療科」では、大学病院内の総合診療科で 

実習を行っている。 

 

② 熊本県地域医療対策協議会への参画 

  病院長が委員として参画し、地域医療等の行政に専門的な立場から意見を述べている。 

 

③ 総合臨床研修センターの設置 

  熊本大学病院は、医師の卒前・卒後教育の充実を図るとともに、コ・メディカル部門の

教育・研修支援及び地域の医療従事者に対するリカレント教育を実施するため、平成 15

年度に総合臨床研修センターを設置した。 
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  新研修医制度の施行により、現在、卒後臨床研修管理委員会が管理する研修プログラム

に基づき、同センターに研修医を受け入れるとともに、研修医セミナーや研修医指導者研

修等を実施し、医師の初期教育における総合的支援を行っている。 

  また、平成 18年度に同センター施設が新中央診療棟 7階に完成したことによって、各

診療科等が実施する地域の医療従事者を含めた研修会の活動スペースが確保された。 

なお、同センターでは、地域の医療従事者を対象とした ICLS（心肺蘇生法）の講習会

を毎年５回程度開催している。 

 

２）医学部及び熊本大学病院等での今後の取組 

① 今後のがん医療の均てん化に向けた取組 

  熊本県は、がん対策基本法（平成 19 年 4 月施行）に基づき、平成 30 年度から平成 35

年度までを計画期間とする「第 3 次熊本県がん対策推進計画」を策定した。 

熊本大学病院においては、熊本県と連携しながら、当該計画に基づいた各種活動を展開

している。 

 

② 臨床シミュレーションシステムを活用した医療人教育の促進 

  総合臨床研修センターにおいては、平成 19 年度に臨床シミュレーションシステムを導

入した。 

  現在、当該システムを活用した研修プログラムを作成するため、臨床シミュレーション

システムワーキンググループを組織して検討を行っており、現段階で 8つの医療分野（心

肺蘇生法関係、身体診察関係、穿刺手技関係、内視鏡手技関係、産婦人科関係、外科手技

関係、麻酔手技関係、看護教育関係）で 27種類の教育プログラム案を作成するとともに、

同施設利用に当たって、関係規則の整備を進めている。 

今後は、院内の医療教育に活用し、更に充実を図った上で、地域の医療関係者に対して

も、心肺蘇生法など今日の医療従事者全員が必要とする基礎的臨床能力や医療の職種ご

とに必要とされる能力の向上、さらには内視鏡・外科・麻酔といった専門的な臨床能力の

修得まで、幅広い分野においてシミュレーション教育を提供できる体制を整備し、地域に

おける医療教育の中心的な役割を担うことを目指している。 

 

③ 救急医療体制の構築      

  救急医療は「医の原点」といわれ、社会のセーフティネットの一つとして地域住民の安

心・安全の確保のために不可欠な医療である。熊本県唯一の大学病院である熊本大学病院

は二次および三次救急医療機関の指定を受け、軽症から重症（救命救急医療）まで、多種

多様な救急患者を受け入れている。救急外来では、救急専門医数名を含むスタッフ医師を

中心に、必要に応じて専門診療科の協力を得ながら初期診療を行い、重症患者は集中治療

部（ICU）や高度治療室（HCU）に入室して高度な入院治療を行っている。 

  熊本大学病院の救急部門の体制整備により、医学科の臨床実習や卒後臨床研修におけ

る救急医学教育の場を提供している。 

学則変更の趣旨-7



資料目次 

 

資料１ 熊本県の医師の状況 

資料２ 熊本県の地域医療における将来推計 

資料３ 志願者・入学者における県内高等学校出身者等の推移 

資料４ 令和４年度学校推薦型選抜学生募集要項（抜粋） 

資料５ 熊本県医師修学資金制度のお知らせ 

資料６ 令和４年２月２８日付プレスリリース等 

資料７ 熊本大学医学部医学科モデルカリキュラム 

資料８ 「令和５年度入学定員増員計画」の写し 

資料９ 教育課程等の概要 

 

学則変更の趣旨-8



学則変更の趣旨-9



学則変更の趣旨-10



学則変更の趣旨-11



学則変更の趣旨-12



学則変更の趣旨-13



学則変更の趣旨-14



学則変更の趣旨-15



学則変更の趣旨-16



学則変更の趣旨-17



学則変更の趣旨-18



学則変更の趣旨-19



学則変更の趣旨-20



学則変更の趣旨-21



学則変更の趣旨-22



学則変更の趣旨-23



学則変更の趣旨-24



学則変更の趣旨-25



学則変更の趣旨-26



学則変更の趣旨-27



学則変更の趣旨-28



学則変更の趣旨-29



学則変更の趣旨-30



学則変更の趣旨-31



学則変更の趣旨-32



学則変更の趣旨-33



学則変更の趣旨-34



学則変更の趣旨-35



学則変更の趣旨-36



学則変更の趣旨-37



学則変更の趣旨-38



学則変更の趣旨-39



学則変更の趣旨-40



学則変更の趣旨-41



学則変更の趣旨-42



学則変更の趣旨-43



学則変更の趣旨-44



学則変更の趣旨-45



学則変更の趣旨-46



学則変更の趣旨-47



学則変更の趣旨-48



学則変更の趣旨-49



学則変更の趣旨-50



学則変更の趣旨-51



学則変更の趣旨-52



学則変更の趣旨-53



学則変更の趣旨-54



学則変更の趣旨-55



学則変更の趣旨-56



学則変更の趣旨-57



学則変更の趣旨-58



学則変更の趣旨-59



学則変更の趣旨-60



学則変更の趣旨-61



学則変更の趣旨-62



学則変更の趣旨-63



学則変更の趣旨-64



学則変更の趣旨-65



学則変更の趣旨-66



学則変更の趣旨-67



学則変更の趣旨-68



学則変更の趣旨-69



学則変更の趣旨-70



学則変更の趣旨-71



学則変更の趣旨-72



学則変更の趣旨-73



学則変更の趣旨-74



学則変更の趣旨-75



学則変更の趣旨-76



学則変更の趣旨-77



学則変更の趣旨-78



学則変更の趣旨-79



学則変更の趣旨-80



学則変更の趣旨-81



学則変更の趣旨-82



学則変更の趣旨-83



学則変更の趣旨-84



学則変更の趣旨-85



学則変更の趣旨-86



学則変更の趣旨-87



学則変更の趣旨-88



学則変更の趣旨-89



学則変更の趣旨-90



学則変更の趣旨-91



学則変更の趣旨-92



学則変更の趣旨-93



学則変更の趣旨-94



学則変更の趣旨-95



学則変更の趣旨-96



学則変更の趣旨-97



学則変更の趣旨-98



学則変更の趣旨-99



学則変更の趣旨-100



学則変更の趣旨-101



学則変更の趣旨-102



 

 

学生の確保の見通し等を記載した書類 

 

（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

①学生の確保の見通し 

ア 定員充足の見込み 

  医学部医学科の志願倍率は、平成 20 年度から令和 4年度まで、常に 3.5 倍以上を維

持しており、臨時定員増後の志願者については、定員を安定的に充足できることが予想

される。 

 

イ 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

  過去 15 年間（平成 20 年度～令和 4年度）の入試志願状況を図 1に示す。 

 

 

 

図１ 医学部医学科の志願倍率の推移（平成 20年度～令和 4年度の実績値） 

 

図 1 に示すように、医学部医学科の志願倍率は 3.5 倍以上を維持している。なお、一

般入試に面接試験を導入した平成 26 年度以降は、志願者数が微減しているが、長期的

かつ安定的に入学定員を上回る入学希望者が存在することが推測できる。   
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また、表１に示すように、大学入学共通テストにおいて複数の科目がセンター試験時

を通じて過去最低点となる等、例年より難しかったとの分析がされ、地域枠受験者の中

で、例年より合格判定基準を満たず学生が少なかった令和 4年度入試を除き、入学者数

も定員を充足しており、熊本県内出身者は 30～40％を占めている（地域枠入学者含む）。 

 

               表１ 志願者数・入学者数 

 

 

②学生確保に向けた具体的な取組状況 

 これまで、学生確保に向けた以下のような取組を行っている。 

１）オープンキャンパス 

毎年 8月に、全学をあげてオープンキャンパスを開催している。医学部医学科では、

学部長の挨拶に続いて、本医学科の歴史、特徴やカリキュラムの紹介、アドミッション

ポリシーを含め入試等に係る説明を行った後、施設見学・実習体験等を実施し、医学に

対する関心に対応している。 

また、オープンキャンパスに参加する受験生や保護者等を対象に入試制度等の説明

を行うほか、熊本県医療政策課による熊本県医師修学資金の説明の時間を設け、より広

く制度の周知を行っている。 

なお、新型コロナウイルス感染防止の観点から、令和 2、3年度については WEB オー

プンキャンパス（オンデマンド配信）、令和 4年度はオンライン説明会として開催した。 

 ２）ガイダンス 

新入生ガイダンス、在学生ガイダンス等でも同様に熊本県医師修学資金に関する説

明の時間を設け、広報活動を行っている。 

 

志願者数 入学者数 志願者数 入学者数 入学者の割合 志願者数 入学者数 入学者の割合 志願者数 入学者数 入学者の割合

平成20年度 100 1,365 101 289 32 32% 502 43 43% 574 26 25%
平成21年度 110 886 111 243 41 37% 329 49 44% 314 21 19%
平成22年度 115 871 116 272 45 39% 349 55 47% 250 16 14%
平成23年度 115 923 116 290 52 45% 354 44 38% 279 20 17%
平成24年度 115 1,133 116 292 42 36% 415 35 30% 426 39 34%
平成25年度 115 868 116 210 40 34% 352 56 48% 306 20 18%
平成26年度 115 609 116 141 26 22% 270 54 47% 198 36 31%
平成27年度 115 770 115 149 31 27% 299 54 47% 322 30 26%
平成28年度 115 411 115 107 36 31% 151 52 45% 153 27 24%
平成29年度 115 599 116 132 42 36% 184 37 32% 283 37 32%
平成30年度 115 410 115 116 40 35% 147 46 40% 147 29 25%
平成31年度 115 620 116 129 45 39% 209 50 43% 282 21 18%
令和2年度 110 574 110 123 41 37% 206 54 49% 245 15 14%
令和3年度 110 388 110 125 51 46% 151 45 41% 112 14 13%
令和4年度 110 481 108 126 39 36% 166 55 51% 189 14 13%

九州外
区分 入学定員

全体 熊本県内 九州内（熊本県を除く）

学生確保-2



 

 

３）その他 

県内高等学校長との懇談会、県内高等学校進路指導連絡協議会との懇談会、九州地区

国立大学・高等学校連絡協議会及び各種進学説明会等のあらゆる機会を通じて、熊本県

医師修学資金及び地域枠に関する広報活動を行っている。 

 

（２）人材需要の動向等社会の要請 

①人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

  熊本大学医学部医学科では、医学科学生が卒業する際に獲得しているべき能力を明文

化した「熊本大学医学部医学科学修成果」を定めており、7つのコア教育成果を掲げてい

る。その一つに「地域医療と社会貢献」があり、「地域医療の現状と問題点を認識し、地

域住民の健康増進に貢献するため、地域の保健・医療・福祉・介護及び行政との連携協力

するための知識、技能、態度を有する」よう教育することとしている。 

  全国レベルの医師不足を反映して、熊本県においても地域・診療科間の医師の偏在が顕

著となり医療の提供に支障を来しているため、熊本県と協議を行い、臨時定員増により地

域医療において不足する医師の養成・確保を行うこととした。 

 

②社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

熊本県から、本学に対して地域医療に従事する医療人育成及びその増員の延長につい

て要望があったため、平成 31年度に認可を受けた臨時的な定員数 5名を上限として増員

申請数を熊本県と協議し、5名分の増員を再度申請することとした。 

熊本県の状況として、熊本県の医療施設に従事する医師数（平成 30 年：5,091 人）に

ついては、その 6 割が熊本市に集中している。平成 28 年から平成 30 年の間に熊本市内

の医師数が 7人増加したのに対し、熊本市外の医師数は 83人増加しており、熊本市外の

医師数は増加傾向にあるものの、未だ医師の地域偏在は大きい状況である。また、地域で

勤務する医師のうち、65歳以上の割合は年々高まっており、高齢化の傾向にある。 

また、熊本県の地域医療における将来推計として、2036 年に向けて、県全体では人口

は減少傾向にあるものの、医療需要は増加傾向にあり、厚生労働省の計算によると、将来

時点において、複数の圏域で医師が不足する可能性がある。そのため、定員増暫定措置の

延長による地域枠学生の確保を希望している。 

なお、熊本県内出身者を対象とした医師修学資金貸与を受けた医師は、熊本県医師修学

資金貸与医師キャリア形成プログラム（熊本県医師修学資金貸与条例，熊本県医師修学資

金貸与医師の勤務等に関する要綱で規定）の対象となり、大学卒業後には貸与を受けた期

間の 1.5 倍に相当する期間、熊本県知事が指定する医師不足地域の病院等で勤務し、必

要な勤務期間を満了すると、貸与を受けた修学資金の返還が免除される。しかし、被貸与

者となった後，当該指定病院等で医師業務に従事しなかった場合等、熊本県医師修学資金

貸与条例に規定する事項に該当した場合、貸与を受けた修学資金の額に利息を加えた額

を一定期間内に一括して返還する必要が生じる。 
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